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本 社神戸市生田 区

電話
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取締役会長

取締役社長

東京都港区亦坂5丁ロ 3番3号

電話（584） 5 1 1 1 （大代表）
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新和海運
》
日和取締役社長

一
一
一

本 社 東京都中央区京橘1丁目 3番地 （新八重洲ビル）

電話東京（567） 1661 （大代表）

日召
クク0，

取締役社長 中 川
一
呈
巨 次 郎

本 社 東

電

都中央区八重洲 1 の 4 の 14

束京 （272） 8 4 4 1 （大代表）

京
話

西夛毫錦沿
取締役社長 藤 井 敬 一 郎

大阪{1j北区宗是町1 電話大阪# 44 1 '大代炎9 1 6 1

束京都中央区八重洲1の9の9'東京建物ビル'趣‘活東京281 '2621.4176,代表）

本 社

東京支社

、 第一中央汽船株式曹牡

取締役社長 i［ 村 英 雄

本社 東京都中央区 11 本橘3 /') 5 /' ' 15 1 1il fll ヒ ド↓
'Ig 話 束 京 (272 ) 0 8 1 1 火代火

大阪支店 大阪市西区靭1丁目1 23 近畿道山会館ビル
芯括 大 阪（443） 6 8 2 1 ～ 5
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太平洋海運
取締役社長 山 地 平三

(丸ビル）
(代．表）

東京都千代田区丸の内2丁目4番1
電話 東 京（ 2 0 1 ） 2 1 6

号
６

日正汽船
取締役社長 松 島 郎二

本 社 東京都千代田区丸の内2丁目2番1号(岸本ビル)東京(216) 1071(大代）

日邦汽船
取締役社長 井 上 順

本社 東京都中央区宝町1－2（西銀ビル）

電話 （567） 0981 （代表）

這い
田

一
『
、
一
夕羊

、
、
〃
ク雄

長 沢 亀 代

富 田 政

取締役会長

取締役社長

ぐ．ム
イ1 1

弘

東京都中央区京橋1－’ （う．リヂストンビル）

電 話 東 京 （561 ） 886 1 （代表）
本 キ1

- 44－





1

Ｉ
ｑ
１
１

『④

虎
○
○0

Oo

④

エコロジーの手法をとりいれて始まった“緑の

製鉄所づくり”も今年で3年目を迎えました。

昭和47年の春、全国11の製鉄所に植えたドン

グリたちは、その後スクスクと育ち、そのまわり

では昆虫や小鳥たちが遊んでいます。自然は

正直ですね。これら緑の友だちにとって住み

よい環境は、人間にとっても1主みよい環境の

はず。1粒のドングリから郷土の森へ、新日鐵

では自然と産業の共存をめざして､緑あふれる

環境づくりにいっそう努めていきます。

○新日広梨鐵

株式会社金指造船所
本社工場 ｜号船台 |79m×29m 建造可能36,000DW

2号船台 |75m×26m ', |9,000DW

船渠 |25m×|8m 入渠可能 9,200DW

豊橋工場建造船渠(299m+151m)×66m建造可能|50,000DW

貝島工場 ｜号船台84.5m×4m 建造可能2,000GT

2号船台 84.5m×4m '' | ,000GT

3号船台 84.5m×4m " | ,000GT

船渠 55m×lOm 入渠可能 700GT

代表取締役社長 金指 吉 昭

緑|川県清水,lji保491番地クノ 1 'igi"0543-34-5151(人代表） テし 〃 クズ3965-617

愛知県豊橋市明海町電話0532-25-4111～3

肺|州ﾘilil!i水'lif保4010番地の19 道話0543-34-5252(代表） テし ′ クズ3965-770

赫岡県清水IIjしソ新尾490 'ili!活0543--45-8441(代炎） 手し ‘ クズ3965-777

来京郁港区I咀新楠2I{|8の8 ′,賑門03-591 -1306(代衣） テし ， クズ222-2662

本社および本社工場

盤橘工場

u !liﾉj [場

I';!: 雛 1を場

束Jj( 1；勝Iﾘi
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船の科学一
’

12月のニュース解説 編 集 部

’
○海運造船問題

●一般政治経済社会問題

12月

1日(土)○全国内航輸送総連合は輸入貨物輸送協議会に

内航石炭輸送用に外航船投入を申し入れた。

これは石油危機で国内の石炭需要が旺盛にな

っている半面，内航石炭船は解撤などで船腹

が不足しているため同協議会に協力を依頼し

たもので,12月から2月までは月間14万トン，

3月は13万トンの輸送量が必要としている。

5日(水)○不定期船オペレーターは，主要木材産出国が
木材輸出量の削減を実施しようとしているこ

とに憂慮している。現在，木材輸出制限を明

確に打ち出しているのはフィリピン， インド

ネシア，マレーシアの3ヵ国で， とくにフィ

リピンは来年以降輸出量を大幅に削減し， 76

年には輸出の全面禁止を実施する。このほか
インドネシア， マレーシアも大幅輸出規制を

実施することは必至とみられ，そうなれば関
係船主の木材船は船腹過剰となって船主経済

を圧迫するとみられる。

6日(木)○川崎重工はノルウェー船主レイプ・ホープと
の間で130,000m8積みLNG船1隻の建造契

約を行なった｡3日に現地において調印したも
ので，今春にも同社は同型LNG船2隻をゴ

タス．ラーセンと業界初のLNG船を受注契

約しており，これに次ぐ3隻目の受注となる。

,0日（月）○運輸省海運局が11月に海外売船を許可した船
舶は19隻， 16万総トンである。 8月末に貿易
管理令が廃止された後， 9月の23隻， 20万総
トン， 10月の21隻, 17万6千総トンと徐々に

減少している。

,,日(火)○日本船舶輸出組合はこのほど'1月の輪出船契
約実績をまとめた。それによると合計41隻，
238万総トン， 2,662億円となっている。契約

金額で史上2番目を記録した'0月実績を大幅
に下回り，今年度初めて下降線を描いた。 4

～11月の契約高は402隻， 1,880万総トン，約

2兆200億円と， 2兆円を超えた。

14日(金)①政府は49年度の実質経済成長率を2.5％前後
と見込むことになった。これは経済動向のカ

ギをにぎる石油輸入量が今年度をわずかなが

ら下回るため，実質2.5％の成長率は29年度

の2．3％に次ぐ･20年ぶりに低いもの。

17日(月)●大蔵省は海外旅行者のドル持ち出しやドルの
海外送金に対する規制強化，海外の不動産を

買うための外貨貸し禁止など5項目の外貨流

出規制対策を決め，実施に入った。

'8日(火)○船員中央労働委員会は運輸大臣に海上旅客運

送業の船員最低賃金を設定することを答申し

た。内容は遠洋・近海旅客船と100総トン以

上の沿海旅客船の船員について， 月額で職員

は7万7,400円，部員は4万8,000円を最低賃

金とするもので，運輸省はこれを官報で公示

し異議申し出がなければ決定することになっ

ており， 2月末以降効力が発生する見込み。

○中国船舶燃料供給公司，中国外輪代理公司は

日本船に対して月間6千トンの範囲内で舶用

燃料油を供給してくれることになったので，

日中航路に就航する船舶と，中国から第三国

間に就航する船舶の約70隻は油不足による減

速や停船に追い込まれる事態は回避され，関

係船主は一様に明るい表情をみせてし､る。

21日(金)○通産省は工場立地法に関する方針を固め，審

議会で検討に入った。この基本方針は現有設

備を除く新規設備と既存設備を増改設する場

合に適用を受けるもので，工場の環境整備お

よび公害対策を基調にしたもの。

●石油・経済危機乗り切りのための石油需給適
正化法案と国民生活安定緊急措置法案は修正

のうえ可決，成立した。

22日(土)○大蔵省は運輸省に2月1日から輪銀金利を

0.75％引上げる旨通達した。資金運用部から
借入れる金利が引上げられたのに伴い輸銀金
利も引上げられるが,船舶局では,輸出船に影
響が予想されるので今後大蔵省と折衝する。

27日(木)○日本開発銀行はこのほど資本金50億円以上の
海運会社を対象に，固定資産の取得取扱いに
ついて通知した。これは，船舶の建造･改造，
コンテナ関連投資，有価証券投資，出資，増
資払込み，長期資金の貸付，債務保証などの
各投資種目別金額別に，①事後報告②個別事
前承認③個別事前報告に区分されている。

28日(金)●アラブ石油輸出国機構(OAPEC)は日本をア
ラブの友好国と宣言，石油の必要趣を供給す
ることを決定。政府は’月から実施する予定
だった石油・電力の20％供給削減の実施は1
月10日ごろまで見合わせることにした。

29日(土)●政府は49年度予算案を一般会計17兆994億，
財政投融費計画7兆9，200億円とすることを
決定した。一般会計は前年度比19.7％の伸び
である。
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しかしながら1970年代に入り，順調に成長しつづけて

いたわが国経済もジワジワとその転機をむかえるきざし

を見せはじめました。事故，公害等に代表される従来の

量的砿大がもたらしめた生活潔暁悪化をはじめ，対外的

には， アメリカに代表される世界経済の停滞とインフレ

の増大，それに伴う国際通貨不安の悪化等がそれです。 、

そんななかで，世界で一人国|深収支の黒字幅の増大を

続けるわが国に対し，世界の目は羨望から嫉視へと変わ

ってし､ったわけです。そしてついには1971年末の円切上

げにまで発展してしまいました。

輸出船の相当量を建造しているわが国造船業もこのよ

うな経済事象の変化を直接受けざるをえなくなり，なか

でも円切上げはわが国造船業にとって重大な波紋を投げ
かけたのでした。

既契約船の膨大な為替差掴，輪出船受注垂の大幅な低

下に加え，世界的な海運市況の悪化に伴い， 1972年の初
めは全くとし､っていし､ほど新規受注が翌めない状態で，

問題は悪化の一途をたどり始めました。

しかしながら1972年の秋口から，世界銀･気の回復，海

運市況の好転，船価の底値感ともあいまって， 為替差損
を受けて以来円建受注をしてし､るわが国造船業に対し，
依然として強い円の先行きを見通してか，輪出船のかけ
込み受注が殺到し， 1972年全体では史上最高の受注を見
るに至りました。 1973年春の再度の実質的な円切上げで
あるフロート踏切り後も受注は活発化し，現在では約
4,000万総トン， およそ3年分にわたる手持エ事量を確
保することができました。

しかしながらネコの目のように変わる世界経済は，
1973年秋口に勃発した中東戦争を機に石油供給肖1減問題
へと発展し，そのほとんどを輸入に依存するわが国はた
ちまちエネルギー不足状態に陥り，総需要抑制策を余儀
なくさせられたわけです。造船業も，操業率の低下から
膨大な手持工事量が逆に納期遅延のおそれを招き， もは
や事態は悪化する一方となりつつあります。
エネルギー問題が従来とは質を異にする新しい問題な
だけに，わが国造船業も今後の動向を的確に把握し対処
していく必要があるものと考えられます。

わが国造船業が過去から今日に至った足跡を非常に概
括的に述べてきたわけですが， 日々目まく･るしく変わり

行く環境の中で，今後の問題として重要だと考えられる

ことを整理してみると次の諸点があげられます。

造船業の現状の問題点と将来展望

1974年をむかえ,今年も海運・造船を取り巻く環境は

時には大きく， また時には少しずつ変化しつつあり，そ

のたびごとに何らかの波紋を投げかけていきます。そん

ななかにあって， このページでは海運・造船業界の対応

の姿をニュース解説の形で書いてきました。今年もまた

その時々のトピックスを解説していきたいと思いますが

新しい年をむかえるにあたり，特に最近の石油エネルギ

ー問題の提起により，大きな波紋を投げかけられつつあ

るわが国造船業の過去の足跡と将来への展望について，

その問題を少し整理してみたいと思います。

現在のわが国造船業は，建造量の面においては世界の

手座を占めること久しく，特にここ近年においては，世

界の約50％の新造船を建造するに至っております。また

質の面でも船舶の需要構造の変化に対応し， 47万D/W

のタンカーをはじめとする大型船，高速．高自動化コン

テナ船,LNG(液化天然ガス）運搬船等の建造を手がけ，

技術の高度化，革新に対する努力も実を結んできまし

た。

第二次大戦により懐滅的な打撃を受けたわが国造船業

が現在の姿にまで成長しえた第一の原因は次の点による

ところが大きいものと考えます。

戦後の国民経済の根本的な再建を図るため，わが国は

重工業化へ転進するべく，たゆまぬ努力を払ってきまし

た。ちょうどそれがタイミング的に世界的な貿易の拡大

の機会とわが国貿易収支バランスを図るための各種輸出

振興税制，特に日本輸出入銀行による輸出船建造のため

の財政資金供与等の国家助成策を受け，驚異的な市場確

保を果たしたわけです。また，ちょうどその頃から，造

船業と同じく第二次大戦により懐滅的な打撃を受けたわ

が国外航海運の再建策も検討される必要性に迫られてい

ました。なんといってもわが国は四方を海に囲まれ，か

つ原材料輸入，製品輸出の加工貿易型産業を建前として

し､ることから，海運による安定的な輸送力を確保するこ

とは，わが国経済の成長を図るうえでは欠かせないこと

です。かような要請を受けて，国の財政資金を使った国

内船の計画的な大里建造を図る計画造船システムの採用

に踏み切ったわけです。わが国造船業にとって， この安

定的な建造需要は願ってもなし､ことでした。

以上のような潤沢な需要にささえられて，造船業もま

た，世界に先がけて，やがて来る需要の高度化，多様化

に対応しうる設備ならびに技術の革新を図ってきたこと

が，現在の基盤を築く主因であったと信じるわけです。

まず第一に考える必要のあることは今後の設備投資に
ついてであろうと思われます。

この問題はさらに三つの問題に分けられ，一つは今後

－56－
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－船の科学一

の需給バランスの調整，次が立地政策配慮，最後が造船

業の規模別育成です。

まず需給バランスの調整は，設備投資問題では最大の

問題であると考えます。造船業は生産する商品の価額が

きわめて高く， また一つの商品を生産するのに相当な時

間を必要とします｡すなわち生産弾力性がきわめて低く，

それゆえ注文生産を建前としているものです。 しかしな

がら一方，需要が潤沢な時には投資回収率が高いことか

ら， ともすれば過剰投資に陥りがちです。需給バランス

の崩れはマーケット ・メカニズムの崩れを意味し，たち

まち過当競争を招くこととなります。それゆえ将来の需

要を的確に把握したうえで設備投資に当たる必要があり

ます。

次に造船業の立地については，造船業が総合産業とし

て関連産業効果， さらには地域開発効果がきわめて高い

ことに着目すべきです。現在までわが国は，経済活動の

効率化の観点から，集中のメリットを図るべく大都市中
心型の形態をとってきました。 しかしながら限度を超え

た集中現象は，事故，公害等の社会的費用の増大を招来

し，真の意味の経済成長をゆがめてきつつあり，立地政

策を見直す状態が出てきました，造船業も，低公害な立
地産業として，限られた国土の均衡ある発展に資するべ
きものと考えるわけです。

また，設備投資問題を考えるうえでぜひ考慮する必要

のあることは，造船業の規模別育成ということです。わ
が国の造船業は，数千トンから数十万トンの建造能力を
持つものまで数多く存在しております。これらの造船業
が，最近の船舶の大型化に対応すべく一様に設備の大型

化を図らんとしている傾向は，技術力が伴った大手造船
業はともかく， まだ技術基盤が脆弱な中小企業において
は,技術力に見合った適正規模の基に企業構造の合理化，
近代化を図る必要があるものと考えます。

なうべきであるという原則は遵守するものの，国際協調

の精神もまた決して軽んじるべきものではないと考えま

す。

現在OECDの場において，政府間ベースで，各国の

造船業の発展に資するべく，正常な競争条件の確立を目

途とする取決等種々の検討が行なわれており， 「船舶の

輸出信用に関する了解｣， 「造船業の正常な競争の障害の

漸進的除去に関する一般取決」等の成采が上がっていま

す。そして現在進行中である需要見通し作業も，近い将

来その結論が出されるものと考えられ，わが国造船業と

しても，国際協調を図る観点から前向きに協力していく

必要があるべきだと考えます。

第三には,造船業の将来に対する価格対策があります。

最近の諸物価の高臓，人件費の値上がり， さらには石油

供給削減の問題は，必然的に船価にはね返ってきます。

わが国造船業が抱えている相当先までの手持工事量は

ほとんどすべて固定価格制をとっており，実際の引渡し

時の価格とややもすればかけ離れがちです。また，新し

く受注する新造船の国際競争力も保つ必要があり，従来

どおり優秀で低廉な船舶を内外船主に安定的に供給する

ためには，価格上昇対策として従来にも増した企業の近

代化，合理化努力をしていく必要があります。

第四には，開発途上国を中心とする経済協力がありま

す。わが国に対して，特に東南アジアを中心とする開発

途上国からの，造船業に対する技術協力ならびに経済協

力は目ざましいものがあります。

わが国は過去において， これら開発途上国に対して十

分その要請に応えてきたわけですが，今後とも，開発途

上国の海運・造船事情をはじめとする経済情勢を十分認

識したうえ， これらの国々の国情に適合した協力姿勢を

示す必要がある一方，今後のわが国造船業への波及効果

も十分考慮のうえ実施していく必要があるものと考えま

す。
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今後の問題として考えられる第二は国際協調問題で
す。世界の約50％の建造量を誇るわが国造船業はとかく
注目されがちであり，特に西欧諸国がこぞって関心を持
っているのは，今後のわが国の設備投資についてです。

前述したように，世界の造船業界にとって需給バランス
はきわめて重要な問題であり，供給過剰になることを嫌
います。それゆえ，西欧諸国はわが国の供給力の増大に

対し，事あるごとに批判の目を向ける状況です。わが国
も，企業活動は公正なる競争条件のもとに自由競争を行

以上， 1974年をむかえるにあたり，わが国造船業の過

去の足跡を振り返ると同時に，今後の取り組むべき問題

について簡単に整理してみました。

本年もまた，数多くの問題が造船業になげかけられる

ものと考えられますが，機敏に対応し， より発展するこ

とを願うものであります。

× × ××
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日本の造船における諸問題について
運輸省船舶局長内田 守

4． 中小造船業対策

中小型船造船業は，船舶の大型化，両度化等の需要構

造の変化に伴し､，建造施設の整備，企業基盤の強化を図

り，生産性を向上させてゆく必要があります。このため

48年度に，中'｣､造船業は中'｣､企業近代化促進法の特定業

種に移行し，新たな基本計画のもとに5年間にわたり企

業椛造の改善を図っていくことになっております。

5． エネルギー危機の影響

わが国造船業は，現在4,000万総トンを越える手持エ

事量をかかえていますが，般近の賃金，資材の高騰によ

る予想以上のコストアップに加え， 中東産油国の石油供

給削減によるエネルギー不足および建造資材不足という

難局に直面しております。造船業は注文生産であり，長

期的にわたる船舶建造計画が確定しているので，エネル

ギー，資材等の不足は直接建造工程の遅れにつながり，

重大な問題になります。造船業としては事態の成り行き

を十分に見極めつつ， できるかぎりその影響を最'j､限に

とどめるよう努力してゆく必要があります。

昭和49年の新春を迎え， ご祝詞を申し上げますととも

に，本年がわが国造船界にとりましても，新たな試練と
苦難の時代と憂慮されますが， さらに発展の年でありま
すよう祈るものであります。

わが国造船界は世界の造船界をリードしてきました

が，今後必ずしも楽観を許されないいくつかの問題があ
るように感じております。そこでこれらの諸問題を，造
船業および造船関連工業がかかえている問題点ならびに
技術開発の推進と船舶検査制度を運用するに当たっての
問題点に分け，各々の概要を述べてみたいと思います。

I 造船業について

1． 建造体制の整備

わが国造船業は，現在世界の約半分の船舶を建造して
おりますが，今後とも世界の船舶のメインサプライヤー
としての期待に応えてゆくためには，将来の輸送，需
要，構造を適格に把握し，それに見合った船舶の技術開
発，建造施設の整備，関連部品の安定供給等建造体制を
確立して，わが国海運をはじめ，世界各国に安全かつ経
済的な船舶を安定的に供給してゆくことが必要でありま
す。そのためにはまず長期にわたる船舶の需要見通しを
作成することが必要であるので，本年中には海運造船合
理化審議会の答申を受けて，長期にわたる建造体制の整
備を図ってゆくことになっております。

2． 国際協調

わが国をはじめ西欧造船諸国は，従来からOECDの
場において「造船業の正常な競争条件を歪曲する要因の
除去」とし､う目的，すなわち造船業の公正競争を前提と
して国際協調を図っており， これまでにも船舶の輸出，
信用条件の統一，造船業に対する政府助成の漸減，廃止
等に関して国際的な取決めを行なう等の成果を上げてき
ました。妓近，西欧造船諸国は， 日本の設備拡張が世界
の船舶供給力の過剰をまねくおそれがあるとの立場か
ら，長期にわたる船舶の需給見通しを行なうべきである
と主張し，現在この作業がすすめられております。わが
国は世界一の造舶国としてこれまでの豊富な経験をもと
に， これに協力しております。

3． 経済技術協力

近年，開発途上にある多くの国が，その経済開発計画
を推進するうえで，海運，造船業の振興に重点を置き，
そのための技術的，経済的協力を要請しております。世

界の造船業の指導的立場にあるわが国は， これら造船関
係の経済協力，技術協力の要請に対しては，相手国の立
地条件のほか教育技術水準，労働力，関型産業等を十分
に勘案しつつ，その国情に見合った協力体制をすすめて
し、く必要があります。

Ⅱ造船関連工業について

わが国造船業の今日の発展は，造船業自身の技術の進

歩によることはし､うまでありませんが，他方これら船舶

に搭載される主機関， プロペラ，発電機， ポンプ，航海

計器，織装品等多岐にわたる造船関連工業製品について

も，性能と品質の向上に努め，安定した供給体制をとっ

てきたことも重要な一因であります。

しかし，昨年来わが国の産業界をとりまく琿境は，労

働力の不足と賃金の上界，原材料の需給の逼迫,石油,電

力等エネルギー削減問題，再度の国|深通貨調整問題等の

諸問題が次々と発生し，従来の高度成長経済政策を再考

せざるを得ない極めて難しい状況下におかれています。

造船関哩工業もこの例外でなく， ことに昨年後半から

の資材不足とエネルギー削減|凸j趣は，造船関連工業製品

の大幅な価格上昇と納期の遅れとなってすでに現れてお

り，中'｣､企業の多い当業界の受ける影響は大きく，今後こ

れにどう対処してゆくか今年の重要な課題といえます。

また，わが国舶用機械の輸出は， ここ数年欧米先進国

向けに増加し順調な伸びをみせてきましたが， これから

は国内需要と輸出余力，国際通貨調整問題と価格上昇(こ

よる国際競争力の低下，輪出船搭載機器に対するアフタ

ーサービス部品の速やかな供給体制，長年の努力によっ

て狸得した海外市場の維持等について， その対策も検討

する必要があります。さらに，わが国のエ業が今後高度

化と知識集約化に移行し，賓源と労働力不足に対処する

ためには,海外生産,すなわち海外投資を積極的に考えて

ゆくべきだと思います。このことはまた，従来の商品輪
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出から海外への経済協力，技術協力へと方向転換し，国

際協調をはかってゆくうえでも重要なことであります。

一方，最近の船舶の動向をみてみますと，昨年は40万

重量トンの大型タンカーが竣工し，運輸技術審議会から

は， 100万重量トン型タンカーの建造に関する技術開発

方策について答申される等タンカーの大型化傾向，航海

速力35ノットの大型超高速コンテナ船の開発計画，昭和

52年の竣工を目ざしてのLNG船のわが国での建造計画

等，新しし､型の船舶が開発されようとしており， これに

対応した新しい舶用機械を開発してゆくことが重要な課

題となっております。この他，船舶の安全性の確保，省

力化機器，海洋汚染防止用機器，海洋開発用機器につい

ても技術の向上と新製品の開発を図ってゆくことが必要

となっております。このように， 1974年の関連工業界に

は数多くの難問を抱えております。このためには，多岐

にわたる造船関連工業製品の生産形態について専門生産

体制の確立を推進するとともに，設備の近代化，合理化

による生産性の向上に努め，企業基盤の強化を図ってゆ

く必要がありますが，今後とも，官民力を合わせてこれ

らの諸問題の解決を図り，わが国の造船関連工業がます

ます発展することを願うものであります。

Ⅲ船舶の技術開発について

今後の船舶技術開発をすすめるにあたりましては，従

来の船舶技術を基盤としながらも，安全公害防止対策お
よびエネルギー問題等を総合的に勘案するなかで，海上

輸送の効率化を図るための研究がすすめられるべきであ
ります。すなわち船舶の大型化，高速化， 自動化，専用
化をいっそう進展させるほかに，エネルギーの有効利用
を図る点から, LNG船，実用原子力船等の開発をすす
める必要があります。

また，安全性の確保，公害防止のための対策は，船舶

の大型化，高速化と合わせてますます厳しく考慮されね
ばなりませんが， この意味で，衝突，座礁防止装置の開

発，狭水道における航行管制システムの研究開発，舶用
機関の排出ガスに関する研究および流出油防除システム
の研究開発が鋭意すすめられるべきであります。
さらに，船舶における人的要素をいっそう重視する観

点から，騒音振動対策などの作業環境の改善に関する研
究開発，各種機器を含めた船舶の標準化，航海補助装置
および超自動化に関する研究開発を，マンマシン系的な
考察のなかで推進してゆく必要があります。
一方，陸上における社会的要請を鋭敏に先取りするこ

とによって，例えば浮遊式海洋構造物の開発などを中心

とした，海洋開発が，いっそう多様な形ですすめられる

必要があります。このほか船舶技術以外の新しい科学技
術分野，たとえば超低（高）温，高圧技術の船舶技術へ
の応用あるし､は気象衛星，航行衛星などの利用技術の導

入とシステムの開発を積極的に計画実施してゆくことも

肝要と考えます。

Ⅳ船舶の検査制度について

わが国における余暇利用の活発化に伴し､，一般大衆の

間にモーターボート， ヨット等によるボーティング，遊

漁などいわゆる海洋レクリエーションが極めて活発化し

てきており， これに伴って'j､型のレジャー用船舶が急激

に増加しております。これらの船舶の施設または整備が

必ずしも十分でないことが施設の運用，気象，海象等に

対する知識の乏しさと相まって海難（水難）事故の原因

となり,多数の尊い人命が失われてきました。一方,小型
漁船についても沿岸漁業の不振に伴って遠方海域まで出

漁する傾向が増え，しばしば海難が発生しておりました。
このような実情に鑑み，運輸省では検査対象の拡大お

よび検査制度の合理化を骨子とする船舶安全法の改正を
昭和48年に行ない， ′｣型船舶の安全性の確保を図ること
としました。その内容は

1． 従来，船舶安全法による検査対象から除外されてし、
た総トン数5トン未満の推進機関を有する船舶（漁船
を除く），総トン数20トン未満の漁船のうち遠方海域
へ出漁するもの， 7人以上の旅客を運送するろかい舟
等について，同法による施設基準を適用し，検査を実
施することとした。

2． 新たに検査対象となる船舶は，現に検査の対象とな
って､､る船舶4万2千隻に比較して隻数がきわめて多
く （約19万隻増と推定される｡)， また全国的に散在の
度合が高いので，その検査の実施に当っては，合理的
かつ効果的な運用を期す必要がある。このため，長さ
12メートル未満の船舶（旅客船，特殊船等，特定の船
舶を除く。 ）については，新たに設立される認可法人
「日本,｣､型船舶検査機櫛」または政令で指定した都道
府県知事に行なわせることとした。

3． また，検査の合理化のため型式承認制度，認定事業
場制度についても大幅な整備を行なった。すなわち型
式承認制度についてはその対象を艇体，エンジン等ま
で拡大し，認定事業場制度については，従来製造事業
場にだけ適用されていたのを，改造修理事業場，整備
事業場についても適用することとした。

4． さらに船舶の識別および検査済であるかどうかを容
易に判別できるようにするため，長さ12メートル未満
の,｣､型船舶には船舶検査票を交付し， これを船体に固
着し標示させるようにした。

今回このように検査対象を拡大しましたが， これでも
なお，検査対象からはずれる船舶は52万隻と想定され’
今後も増加すると思われますが， これらの船舶につし､て
も十分な実態調査を行なったうえ必要に応じ検査対象に
組入れる等，船舶の安全確保に努める方針であります。
以上わが国造船界に関する問題について述べてまいり

ましたが， これらにつきましては今後の造船の繁栄と船
舶のいっそうの安全性の向上等をめざして，前向きにと
りくんでまいりたいと思っております。
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送方法の開発につながるものと期待している次第です。

船舶は人命の安全に直結した運輸機関でありますか

ら，船舶関係の技術は人命尊重に深い関連を持つことは

当然なことであります。わが国における前述のごとき学
術の進歩の成果は，船舶の安全性の向上に貢献するもの

であることは疑いの余地がありません。科学技術の進歩

は人間の進歩との調和をなおざりにして，単に能率中心

的なものであってはいけないのであります。科学技術は

人間の幸福と自由のためのものでなければなりません。
その点においては，船舶関係の学術は常にその中心に人
命尊重を据えて進められているように私には思われるの

であります。 しかしながら,人命の問題は他と比較でき
ないほど重し､問題であり’ また，古くて新しい問題でも
あります。すなわち,船舶は現在の知識，経験ではまだ
解明できない多くの問題を含んだ大自然の荒海に遭遇
し，過酷な条件にさらされることがあります力､ら，船舶
自体についても， また， これを動かす航海技術の面につ

いても，昔からたゆみなく研究が進められ，今後も進め
られなければならない問題です。

現在の日本において,産業災害の多発の問題は大きな
社会問題であります。この問題は，環境悪化や公害問題
と同様に経済の急激な発展と，発展過程において結釆に
対する事前評価が不十分であったことに起因するもので
あり，さらにまた，人間の操作というミスの多い条件が加
えられて惹き起こされるのであります。人間はミスを起
こしやすいものでありますから， ミスを起こさないこと
を前提に装置等を設計することに無理があるように私は
思います。船舶についても産業災害同様相当な頻度をも
ってミス操作災害が発生しておりますが，私どもは人間
尊重の見地から， ミス操作では海難や事故は起こらない
船舶を1日も早く造らなければならないと思し､ます。私
は今年の研究課題として，各分野においてこの課題に対
する目覚ましい成果を期待するものであります。
資源の不足’特にエネルギー資源の深刻な不足に直面
して，省エネルギー，節エネルギーの見地から船舶技術
の見直しを行ない，将来の海上輸送方法に方向づけを行
なうべき年ではないかと思います。

正月を迎え，人命尊重と海上輸送方法のあり方の問題
が，私の脳裡に一段と強く刻み込まれた思いがいたして
おります。

最後に，読者の皆さまが今年もご健康でご活躍あらん

ことをお祈りして筆をおく次第です。

新しい年がまた回ってきました。

正月は回顧と先を考える時のように思います。この正

月は特にその感を深くしている次第です。

今やわが国はかつて経験したことのないような難局に

直面し，火の手が四方八方から挙がって， どの火も放っ

てはおけない状況であると申さなければなりません。私

どもに関係の深い技術の分野に限ってみても，多種多様

な問題が提起されています。私ども技術関係者は皆がそ

れぞれの分野において， この年はなにをすべきか， ま

た，なにができるだろうかを真剣に考えておられること

と思し､ます。

天然資源の貧因は日本列島の宿命であることを国民は

皆承知しているのでありますが，果たしてわが国の政治

経済はこれを前提として今日まで計画され運営されてき

たのでしょうか。このことには一顧もされなかったよう

にすら思われます。

今こそ国民一人一人は， この現実を大前提として次の

一歩を誤りなく踏み出さなければならない時であると私

は思います。私ども船舶関係者もこのことを前提に今後

を計画する必要があると思います。

資源に乏しい日本の将来の海上輸送の方法はいかにあ
るべきかの問題は重要な問題でありますが，海上輸送は
生産と消費によって左右されるものでありますから，私
どもは物資のない国の生産と消費のあり方について，過
去を離れて新規に考えなおしてみる必要があると思うの
であります。海上輸送の方法と生産手段および消費との
結合について， また，省資源節資源の観点から考えな
ければならないと思し､ます。

また， 当面の問題として脱石油エネルギーを積極的に
進めるべきではないかと思います。造船関係の学術の進
歩に対する環境にはまことに恵まれているのが日本の現
状であります。わが国の造船業は世界のメインサプライ
ヤーの地位を保持し，各社は積極的に技術開発に取組み
着実に成果を挙げていることと，わが国においては運輸
省を中心に学界，造船界，その他関係部門が一体的に協
力し，かつ， 日本船舶振興会の強大な支援を得て非常に
広い分野にわたって船舶関係の研究が進められておりま

す。特に，大型プロジェクトについては，他国ではなか

なか難しし､と思われるようなものが積極的，能率的に進

められ，着々と成果を挙げてし､ます° したがって，造船

に関する学術の進歩には実に目覚ましし､ものがあり，世

界の注目を集めている次第です。この力が将来の海上輸
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改正船舶安全法と日本小型船舶検査機構について

運輸省船舶局検査測度課長

国部
ー

~＝

ﾉ子

部を設置しないこととなります。

モーターボート， ヨット等の構造，設備，性能に対す

る技術基準は省令で定めることになりますが，実際に検

査が始まる本年夏までには十分間に合うよう作業中であ

ります。

「日本j､型船舶検査機構」は運輸大臣の認可をうけて

設立される認可法人で，本年2月に発足することとなっ

ておりますが， この｢機構｣は本部を東京におき，支部，

支所を32カ所に設ける予定であります。全国主要地区10

カ所に支部を， 22カ所に支所を置くが，支部，支所は次

第にその数を増加し，最終的には都道府県の数と同じ程

度の47カ所とすることとしています。また，特にモータ
ーボート， ヨットの集中している地区には，検査場を設

け， 自動車の車検場のごとくここにボート等を集めて検

査を行なうことも考えています。さしあたって，本年
は， 2カ所の（昭50年末には計6カ所とする）の検査場

を設けるようにしたいと考えています。

検査は「機構」の検査員によって行なわれることとな

りますが，検査員の資格は運輸省令で具体的に定めてい

ます。即ち，最低次のいずれかに該当することが必要で

あります。

①国の船舶検査官としての経験を有すること。

②船舶，船舶用機関または船舶用品の製造，改造また

は整備に関する研究，設計，工事の監督または検査
について，学歴に応じたある一定の実務経験年数

（例えば造船に関する大学を卒業した者は1年）を
有すること。

③船舶，船舶用機関または船舶用品の製造，改造また
は整備に関する研究，設計，工事の監督または検査
について6年以上の実務の経験を有すること。

④運輸大臣が前3号の1に掲げる者と同等以上の知識
および経験を有すると認定した者であること。

また，相当数の調査員（嘱託検査員）を全国津々浦々
に配置することを考えています。従って初年度は10カ所
に支部（設置予定場所：函館，塩釜，東京，名古屋，大
阪，神戸，高松，広島，福岡，新潟）22カ所に支所， こ
れ以外の地区に調査員30人程度を置くことになります。
かくして，全国的に分布しているこれら'｣､型船舶の検査
が，できるだけ円滑に行なえるよう配慮いたしておる次
第であります。

昨年9月14日，船舶安全法が一部改正され， モーター

ボート， ヨット等のプレジャーポート，遊漁船，小型漁

船等について，本年（夏以降になる予定）から国による

検査を行なうこととなりましたが，改正船舶安全法の概

要と近く発足を予定されている「日本,j､型船舶検査機

構」について簡単に述べます。

現在，船と名のつく船舶の数は約70万隻といわれてい

ますが，そのうち'｣､型漁船が29万隻， モーターボートが

約10万隻， ヨットが約1万隻で， これらのほとんどは，

従来国の検査の対象とはならず，使用者側の安全対策に

もっぱら委ねられていたものであります。モーターボー

トについて見ますと，年々約20％程度の割合で増加して

いくものと推定され，昭和60年の保有隻数は60万隻に達

するとも100万隻に達するともいわれています。

昨年来の石油危機でやや水をさされる傾向はあって

も，所得水準の向上，週休2日制の実施，四面海にかこ

まれた環境等を背景に，海洋レクリエーションは次第に

盛んになり，やがては，国民生活に不可決なものになる

と思われます。隻数の増加，ポートの大型化，航行水域

の拡大等により，プレジャーポートの海難件数は年々増

えつづけ，一昨年の要救助海難件数別表は，転覆，機関

故障，浸水その他を合わせ269件で，死亡28人を数えて
います。気象，海象に対する知識の不足もさることなが

ら， ポートの施設または整備が必ずしも十分でなかった

ことが原因だと思われます。

われわれは，かかる現状をふまえ昨年の国会に改正法

律案を提出し，先に述べたごとく，プレジャーポート等

についても，検査を行なうこととした次第であります。

本来，船の検査は国の責任において実施すべきものであ

りますが， これらの'｣､型船の大部分は，構造も比較的簡

単であり， また，従来から点検，整備に民間能力を活用

していた実情にかんがみ，国とは別の， しかも国の代行

機関である「日本,｣､型船舶検査機構」で行なうこととし

たものであります。

また，小型船のなかには湖のみを航行する船のよう

に，航行水域が全く限られ観光，水産等の地方行政に密

着している船もあるので， これらの船について，技術

的，財政的能力が十分な一部の都道府県については，そ

の県を政令で指定し，検査を代行させる道もひらいてお

ります。県が実施する場合は， 当該県には「機構」の支
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今回新たに検査対象となった船舶の数は合計約19万隻

で，従来の対象船舶約4万隻と合計すると総計約23万隻

となるわけでありますが,長さ12m未満の船舶であって，

「潜水船等の特殊船｣， 『､13人以上の旅客を運送する旅客

船」および「近海以上を航行する船舶」以外の,｣型船舶

の検査を「日本小型船舶検査機構」が行ない，その他の

船の検査を従来どおり国自らが行なうこととなっており

ます。

なお，上記19万隻の内訳は次のとおりであります。

①漁船を除く総屯数5屯未満のすべての動力船

（モーターボート，遊漁船等） 175,900隻

②総屯数20屯未満の帆船で長さ12m以上および12m未

満で旅客運送が近海以上のもの 800隻

③被曳遊漁船，被曳危険物ばら積船 2,100隻

④7人以上の旅客を運送するろかい舟 9,500隻

⑤総屯数20屯未満の漁船のうち一部の漁船 800隻

また，従来の船舶は， 4年に1回定期検査を，その中

間に船の用途に応じて1年ないし2年ごとの中間検査を

実施していたが， 「機構」の扱う'｣､型船舶は原則とし

て， 6年に1回定期検査， 3年に1回，中間検査を受け

なければなりません。

その他，昨年の法改正で整備された検査制度を2，3

簡単に記載します。

（ｨ）認定事業場制度の拡大

従来，工程管理，品質管理，社内検査体制が十分整備

されている造船所やエンジンメーカー等の事業場を認定

事業場とし，そこで製造される物件については，その製

造工事を社内検査に委ね，国の検査官の立会検査を省略

する，いわゆる’認定製造事業場制度を採用してきまし

たが，今回さらにこの制度を改造修理または整備をする

場合にも拡大し､たしました。

認定改造修理事業場で，改造または大修理を行なう場

合は，その改造修理工事につき， また，認定整備事業場

で整備（保守点検または'｣､修理）を行なう場合は，その

整備につき，検査官の立会を省略し社内検査に委ねるこ

ととするものであります。認定製造事業場は現在56工場

ありますが，今回の改造修理と整備事業場は当分小型船

舶の関係工場を対象に相当大幅に増やすことになりまし

ょう。

（ﾛ）型式承認制度の拡大

従来，量産される船用品について，最初に製造された

物件（プロトタイプ）につき，破壊試験等も含めた厳し

い検査を行ないその性能を確認したうえ，運輸大臣が

型式承認し，爾後製造される物件については， プロトタ

イプと同一であるとの確認を行なう簡単な検査（これを

検定という）に止める，いわゆる'型式承認制度を採用

してきましたが，今回， さらにこの制度を'j､型モーター

ボート，船外機，船内外機等に拡大いたしました。即

ち，型にはめて製作される, FRPボート等の量産タイ

プのモーターボートにつし､ても，船用品と同様の型式承

認をすることとし､たしたものであります。また，上記の

検査は，地方海運局,日本'｣､型船舶検査機幟,日本舶用品

検定協会の三者で区分して行なうことにしております。
㈱予備検査の対象物件の拡大

従来，内燃機関，内燃機関の部品等について搭載され

る船舶の特定前に， メーカー段階であらかじめ検査をう

け，その物件が初めて船に搭載されるときには，検査合

格品であるか否かの確認，据付け検査等に止め，物件本

体の検査を省略する，いわゆる予備検査制度を採用して

きたが，今回この制度を'｣､型船舶船体，船外機，船内外

機等に拡大することとしたものであります。また，輸入

エンジンについても，予備検査が受けられるように改正

されております。

われわれは，昨年の安全法改正に伴い， モーターボー

ト， ヨット等'｣､型船舶に対して必要な施設を義務づける

とともに， し､よいよ本年2月には， 「日本'j､型船舶検査

機構」を発足させ， これらの船舶に対しできるだけ早し、

時期に検査を実施できるよう準備を進めているところで

ありますが，船の安全確保は，利用者の自覚，関係業界

の利用者に対する教育指導，運航者の操船技術等と相ま

って初めて達成されるものであることは申すまでもなし、

ことで，関係者の皆さまのご協力をお願いいたすもので

あります。
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世界最大の自動車専用船

“ゆうろぴあん はいうえい'，

株式会社来島どつく第1設計部

事務部 7名

旅客 2名

その他 1名

合計 32名

起工 昭和48年4月7日

進水 昭和48年7月14日

竣工 昭和48年12月5日

2－2特徴

本船は先に川崎重工業㈱神戸工場で建造された“第10

とよた丸” （2,082台積，船の科学1971年1月号に紹介）

および“第15とよた丸” （2,799台積）をさらに大型化し

たもので，その外観，主要配置，諸設備等はほぼ相似の

ものとなっている。これら3船の主要目を比較すると第

1表のとおりである。

1． 緒言

わが国輸出産業の花形の1つである自動車工業は，い

まなおその成長の歩みを止めず，毎日多数の自動車が世

界各国に船積みされているが，その旺盛な輸送需要を満

たすために， 4，200台余の乗用車を搭載できる世界最大

の自動車専用船が，川崎汽船㈱ならびに大洋海運㈱によ

り計画され，川崎重工業㈱の基本設計を基に， 当社で設

計建造された。

この“ゆうろぴあんはいうえい”の完工を機に，本船

の概要を紹介する。

2． 船体部

2－1 主要要目

船級 日本海事協会NS* (MOTORCAR
CARRIER)&MNS*,MO

全長 197.12m

垂線問長 184.00m

型幅 28.00m

型深（端艇甲板) 27.20m

型深（測度甲板・乾舷甲板) 12.05m

満載吃水（夏期) 9.0245m

総屯数 13,459.58T

純屯数 6,621.39T

載貨重量 15,165.00kt
自動車甲板層数 ’2

自動車搭載台数 4,220台
（トヨペットコロナRT81換算）

燃料油梢容積

主機械 型式 川崎MAN K85Z90/160型
ディーゼル機関 1基

連統最大出力 23,200PS×122rpm

常用出力(85%MCO)

19,700PS×116rpm

試運転最大速力 23.039kn

満載航海速力 20.6kn

航続距離 22,0伽浬

乗組員 甲板部 11名
機関部 11名

第1表

|響た丸|謎た丸,はいうえい
’ゆうろぴあん

""’ | "Ⅷ
184．00

23．40 24．00 28．00

2:::: | ';::: ! 27．20750 1 2240 ’8．00 1 9．00

9 1 Ⅱ0 1 12
2，082 1 2，799 1 4，220

11,200 1 18,400 ’ 23,200

1 20.748 1 23217 1 23039

L､p.p. (m)

B.mld(m)

D.mld(m)

d.m/d (m)

カーデッキ層数

自動車搭載能力

主機出力(PS)

試運転速力(kn ）

本船の設計に際し，特に考慮した点は次のとおりであ

る。

A、 自動車搭載能力の増加と建造船台寸法（特に幅）の

制限の両方を満足するために，深さを増して甲板層数

をふやさざるを得なかった。

B.このためB/Dが前船よりもさらに'｣､さくなり，復

原性能の悪化を招くので，重心の降下に留意するとと

もに，二重底に多量の清水パラストタンクを設け，就

航状態で十分な復原力を持つようにした。

C.就航予定航路は， 日本一欧州， 日本一米国東岸

を主要航路として計画した。

D.搭載車種として種々の高さの車両が積めるよう， 甲

板間高さを3種類とした。
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－船の科学一

E.水上側面積が非常に大きいので，航海時の保針性，

操縦性’停泊時の係船力については十分留意した。

2－3－殻配置

本船は4つの船倉から成り， 1番船倉は8層,、機関室

直上の4番船倉は7層， 2番3番船倉は12層の固定カー

デツキを有する○ 4番船倉は中央に機関室囲壁があり，

その周囲に自動車を格納することができる。貨物倉の全

容積は約8.0万m8あり， 内部は12層の甲板を持ち，延べ

床面積は約4.3万In2におよび， さながら巨大な駐車場と

いった感じである。

自動車の荷役は，すべて自走によるもので，岸壁およ
び潮位の状況に応じて， 3個のサイドポートのうち，適
当なものにカーラダーを掛けて，岸壁と船を結び，船内
のランプウエイおよび横隔壁に設けられた開口を通って

所定の位置に積み込まれる。

貨物倉と機関室の直下の二重底は，海水および清水バ
ラストタンクとなっている。このうち清水パラストは，
常時満水としておくよう設計されている。

居住区は，貨物倉の直上，すなわちポート甲板上に一
部2階建て平屋が，船の長さの約半分にわたり細長く横
たわっている。士官室の大部分と無線室，操舵室等を2
層目に設けている。

なお，第6カーデッキを乾舷甲板および測度甲板と
し， ボート甲板を強力甲板として設計されている。

2－4 自動車荷役関係

1． 搭載車種

搭載車種としてはトヨペットコロナ （高さ約l.4m),
トヨペットクラウン（高さ約l.45m), トヨタランドク
ルーザー（高さ約1.97m)および，いすずピックアップ
トラック（高さ約1.55m)をベースに設計したが， もち
ろん各種自動車が搭載できる。

2． 搭載台数

各船倉，各甲板ごとの搭載台数を第2表に示す。
台数はトヨペットコロナRT81型の場合を示す。
3． 自動車甲板

自動車甲板には，一般に6mmの鋼板を使用しており，
自動車固縛用ワイヤ装着のため，直径100mmの小穴また
はリングプレート等を約1m間隔に設けている。

甲板間最'｣、クリヤー高さはつぎのとおりである。
最'｣､クリヤー高さ

5番カーデッキ以下 1．58m

6番後部と7番前部 2．18m

その他のカーデッキ 1.68m

2－5安全設備関係

1． 消火設備

第2表

力舞' 4番倉' 3番倉' 2番倉' 1番倉｜ 計

'
第7番| 110 1 117 1 120 84 1 431

鵲：; ｜ 話：
第6番 106 116

第5番 122

第4番

篶'謝聖 ‘ 室：篭ョ”& “に：;：
一言同一耐~i ｣,35: | ｣,326~1~gi914"

膨大な容積を持つ各貨物倉に，万一火災が発生した場

合に有効な消火が行なえるよう，十分な量の炭酸ガス

（液化タンクに貯蔵）を設備している。この炭酸ガスは

機関室の消化用としても使用される。また，火災探知装

置として，貨物倉には保償率型温度式，機関室にはイオ

ン式をそれぞれ設備している。

2． 貨物倉通風装置

自動車搬出入時の排気ガスおよび， 自動車燃料タンク

よりの爆発性ガソリン蒸気を排除するため，貨物倉に対

して12回／時の換気が可能なように，次の通風機を設備

してし､る。

貨物倉台数通風機容量 電動機

(ma/min×mAq) (kW)

1 2 1,750/1,250×40/22 30/15 給気

2 1,750×40 30 排気

2 2 2,600/2,000×40/22 45/22 給気

2 2，600×40 45 排気

3 2 2,600/2,000×40/22 45/22 給気

2 2,600×40 45 排気

4 2 1,500×50 30 排気

注・4番倉の給気は自然通風による。

3． 機関部

3－1 機関部概要

本船の主機関は，川崎MANK8SZ90/160, 2サイ

クル単動クロスヘッド型，排気タービン過給機付ディー

ゼル機関, 23,200PS1台が装備され, 1,500秒RMrNo.1

程度の低質燃料油を十分使用できるよう計画されてし、

る。
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－船の科 学

発電装置としては800KVAのディーゼル発電機3台

を備え，通常航海中は2台の発電朧で船内電源をまかな

えるよう計画されている。

蒸気発生装置としては補助ボイラ1基，および排ガス

エコノマイザ1基を有し，通常航海中は過給機タービン

駆動後の主機排気を利用した，排ガスエコノマイザのみ

にて航海中に必要な燃料油加熱， その他の加熱系統およ

び甲板雑用等に使用する蒸気を発生できるようになって

いる。

機関室は船尾寄りに配置され，機関室床面には，主

機，補助ボイラ，およびその他の補機器を装備し，中甲

板にはディーゼル発電機，空気圧縮機，制御室，機関部

倉庫および工作室，諸タンク等を， また煙突内には排ガ

スエコノマイザを装備している。また本船は自動車専用

船のため，機関室上層部にも自動車甲板があり，船の大

きさの割に天井が低く，機関室内各甲板間のクリアハイ

ト，機関室通路，取り扱いスペース等に一考を要した。

3－2機関部要目

本船の機関部要目はつぎに示すとおりである。

主機関

川崎MANK8SZ90/160 2サイクル単動クロス

ヘッド型，排気タービン過給機付ディーゼル機関

1基

連続蛾大出力 23,200PS×120rpm

常用出力 19,700PS×116rpm

軸系およびプロペラ

中間軸No.1 550mm'×8,450mm 1本
No.2 550mm'×8,985mn 1本

プロペラ軸 690mm‘×8,238mm l本

プロペラ エヤロフォイル断面5翼1体型 1基

直径 6,000mm

ピッチ 5,911mm

発電装置
発電機 交流自励自己通風防滴横型 3台

800kVA, 450V,60Hz, 3相

原動機 ヤンマ－6GL-UT 4サイクル過給機

付ディーゼル機関

1, I)00PS×720rpm 3台

蒸気発生装置
補助ボイラ乾燃室式丸ボイラ(NET-11) 1基

蒸発垣 1,500kg/h (給水温度50･Cにて）

蒸気状態7kg/cmFG,飽和

排ガスエコノマイザ強制循環裸管式 1基

蒸発量 1,500kg/h

蒸気状態7kg/cm?G,飽和

空気圧縮機

主空気圧縮機立形2段圧縮水冷式 2台

320m3/h×30kg/cnf

非常用空気圧縮機手動式20kg／cm3 1台

制御用空気圧縮機立形2段圧縮空冷式 1台

100m8/h×9kg/cIIf, 15kW×360rpm

クッション空気圧縮機揺動式 2台

2．34m3/min×6kg/crrf, 18.5×1,800rpm

造水装置 アトラス式15t/day lG

油清浄機

C重油清浄機三菱化工機SJ8,000 2G

4,9501/h, 15kW×1,800rpm

A重油清浄機三菱化工機SJ2,000 1台

2,000J/h,3.7kW×1,800rpm

潤滑油清浄機三菱化工機SJ2,000 1

2,000J/h, 3.7kW×1,800rpm

ポンプ

ジャケット冷却清水ポンプ電動立形渦巻式 2台

610ma/h×30m,75kW×1,800rpm

ピストン冷却清水ポンプ電動立形渦巻式 2台

230ma/h×50m,55kW×1,800rpm

燃料弁冷却清水ポンプ電動横形渦巻式 2台

20m3/h×50m,7.5kW×3,600rpm

潤滑油ポンプ電動立形イモ式 2台

120m3/h×50m,37kW×1,200rpm

過給機潤滑油ポンプ電動横形イモ式 2台

7.5ms/h×35m, 3.7kW×1,800rpm

ディーゼル発電機LOプライミンク・ポンプ 3台

2ma/h×25m,0．75kW×1,200rpm(歯車式）

潤滑油移送ポンプ電動横形イモ式 ’台
4ma/h×30m, 1.5kW×1,800rpm

船尾管潤滑油ポンプ電動横形トロコイド式 2台
0.5m8/h×25m,0.2kW×1,800rpm

船尾管前部シール油ポンプ電動横形トロコイド式
0.3m8/h×5m,0.2kW×1,800rpm 1台

潤滑油シフトポンプ空気作動式 ’台
シリンダ油サーピスポンプ空気作動式 1台
燃料油ブースタポンプ電動横形イモ式 2台

10m8/h×50m,3.7kW×1,800rpm

c重油移送ポンプ電動立形イモ式 1台
17m8/h×30m,7．5kW×1,800rpm

燃料油サービスポンプ電動立形イモ式 1台

17m8/h×30m, 7.5kW×1,800rpm

冷却海水ポンプ電動立形渦巻式 2台
1,300ms/h×20m, 110kW×1,200rpm
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－船の科学一

主機開放用クレーン電動走行式6t 1台

ウエス焼却炉 1台

熱交換器

ジャケット清水冷却器 270m2 1台

ピストン清水冷却器 110m2 1台

ディーゼル発電機清水冷却器 55m2 2台

燃料弁清水冷却器 10m2 1台

主空気圧縮機清水冷却器 4m2 2台

余剰蒸気復水器 15m2 1台

潤滑油冷却器 110m2 1台

過給機潤滑油冷却器 5m2 1台

船尾管軸受用潤滑油冷却器プレートコア式 ，台

船尾管舶シール潤滑油冷却器プレートコア式1台

主機燃料油加熱器プレートコア式 2台

ボイラ燃料油加熱器電気式 1台

清浄機燃料油加熱器プレートコア式 2台

清浄機潤滑油加熱器プレートコア式 1台

3－3 自動化

本船は日本海事協会の“ディーゼル船の機関の無人

化'' (NK@@MO'')を取得するように計画され，通常航海

中は24時間連続して無人運転ができる設備を備えること

によって，深刻化する人件費の増加と乗組員不足に対処

するとともに，安全確実な運転と労力軽減を計った。

船橋には電気一空気式の遠隔操縦装置を， また制御室

には機械リンク式操縦装置を設けてし､る。

制御室は防音，空気調整設備を施し，主機操縦スタン

ド,遠隔温度計，各種計器警報等を配し，居住性を考慮し

て十分な広さを取っている。発電機は800kVAのもの

3台が装備され，制御室からの遠隔発停,自動同期投入お

よび自動負荷分担が行なえるようになっている。補助ボ

イラは自動燃焼装置および自動給水装置を備えている。

空気圧縮機は制御室よりの遠隔発停， 自動発停が行な

えるようになっており，制御空気用として海水冷却式除

湿装置を設け乾燥空気を供給するようになっている。

主要ポンプ類は作動中のものが停止した場合， スタン

バイポンプが自動起動するようになっており， またブラ

ックアウト後の電源復帰時も自動的に順次起動するよう

になってし､る。

機関室無人運転の際には，主機は船橋にてエンテレ型

ワンタッチ操縦ハンドルの操作により操縦されるととも

に，機関室内での異状警報は，すべて船橋に送られ表示

される。また機関長はじめ各機関士室にも警報盤が装備

されており，異状発生と同時に担当機関士室にも伝達さ

れるようになっている。

（以下117頁へつづく）

海水サーピスポンプ電動立形渦巻式 2台

200ma/h×20m,18.5kW/1,800rpm

消防兼雑用ポンプ電動立形渦巻式 1台

90/180ma/h×80/40m,40kW×1,800rpm

消防ピルジ兼パラストポンプ電動立形渦巻式1台

90/180ms/h×80/40m,40kW×1,800rpm

サニタリ兼冷却水ポンプ電動立形渦巻式 2台

100m8/h×50m,30kW×1,800rpm

スラッジポンプ電動横形モーノ式 1台

5m3/h×35m,2.2kW×1,200rpm

ピルジポンプ電動立形ピストン式 1台

10m3/h×35m,2.2kW×1,500rpm

飲料水ポンプ・電動立形ウェスコ式 1台

2ma/h×50m,2.2kW×3,600rpm

冷却水補給ポンプ電動横形渦巻式 1台

5m8/h×20m,2．21W×3,600rpm

清水ポンプ電動立形渦巻式 2台

5ms/h×50m,3.7kW×3,600rpm

主機空気冷却器洗浄ポンプ電動横形歯車式 1台

7.5m8/h×45m,5.5kW×1,800rpm

造水装置エゼクターポンプ電動横形渦巻式 1台

22ma/h×48m,7.51訳×3,600rpm

造水装置蒸留水ポンプ電動横形渦巻式 1台

0.75ma/h×30m,0.75kW×3,600rpm

給水ポンプ電動横形渦巻式 2台

3ma/h×100m,5.5kW×3,600rpm

ボイラ水循環ポンプ電動横形渦巻式 2台

15m8/h×400m,5.5kW×3,600rpm

噴燃ポンプ電動横形歯車式 1台
0.22m'/h×220m,0.75kW×1,800rpm

強圧送風機電動横形ターボ式 ’台
33ms/min×170mmAq, 1.9kW×3,600rpm

機関室通風機電動立形軸流式 4台
800m8/min×30mmAq, 11kW×1,200rpm

空気タンク

主空気タンク 12ma×30kg/crxf 2個

補助空気タンク 0.1m8×30kg/cm2 1個

制御用空気タンク 2ma×9kg/c㎡ 1個

ホイッスル用空気タンク 0．06m8×9kg/cm2 1個

制御空気除湿器海水冷却式50m8/h l台

油水分離器自動排油式10m8/h l台

制御室および工作室ユニットクーラ

14,000kcal/h各1台

万能工作機およびプラインダ電動式 各1台

電気およびガス溶接機 各1台
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北日本汽船油槽船“来島丸”一般配置図

株式会社来島どつく．大西工場建造
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8PSHTC-26D型ディーゼル機関駆動発電機2台を備え

一般航海中は1台を使用する。蒸気発生装置は荷油ポン

プ全数と，パラストポンプ使用時に十分な容量を発生す

る,川崎SM型2胴水管ﾒﾝプﾚﾝｳ:－ﾙ式ポｲﾗ' |
基と，一般航海中の機関部機器加熱および船体部雑用蒸
気を供給する，強制循環式排ガスエコノマイザー1基と

を備える。また， タンク防爆用不活性ガスとして， ボイ
ラ排ガスを利用するイナートガス装匠を備えてし､る。
44MO''符号取得船として，機関室内に制御室を設け，

主機関および主要補機の操縦，集中監視を行なうほか，
ブリッジからは電気一空気式遠隔操縦装置により，機関
室内無人時も主機関の操縦を行なし､得る。

火災警報装置としては， ’5個のイオン式火災探知器を
機関室内各所に配置し，その警報盤を制御室内に設けて
いる。

3－2機関部要目

本船の機関部要目はつぎに示すとおりである。
主機関

川崎MANK9Z 86/160E型2サイクル単動クロ
スヘツド形排気タービン過給機付ディーゼル機関

1基
連続最大出力 20,700PS×115r.p.'n
常用出力 18,630PS×111r.p.1n

軸系およびプロペラ

中間軸 570mm．×7,970mm
1本

プロペラ軸690mm‘×7,478mm

ジロべ・ エヤ｡ﾌ、ｲﾙ断面5翼,俸式蓮
直径 6,500mm

ピッチ 4,817mm

発電装置

発電機交流自励式防滴形 2台
937.5kVA450V60Hz 3.

原動機4サイクルディーゼル機関 2台
夕・イノ、ツ8PSHTc26D

1,120PS×720r､p､m

蒸気発生装置

補助ボイラ 2胴水管メンフ．レンウオール式 ’基
蒸発量 40,000kg/h

蒸発状態23kg/cmpG(飽和）

排ガスエコノマイザー強制循環式 1基
蒸発量 1,500kg/h

蒸発状態 7kg/cm?G(飽和）

主空気圧縮機

立形2段圧縮水冷式 2台

240ma/h (F・A)×25kg/cm3G

－船の科
bbP

伝弓ろP
＝，→
』

事務部 7名

旅客 2名

合計 35名

2－2一般配置

本船は全通1層甲板の船首楼付平甲板船で，船首は球

状型とし，船尾は巡洋艦型を採用した。船橋，居住区，

機関室を船尾に配置し，貨物油槽は, No.1貨物油槽か

らNo.5貨物油槽まで2列の縦通隔壁により縦3列に区

画され，中央部両舷にバラスト専用槽，後部両舷にスロ

ップ・タンク， ポンプ室側部はパラスト専用槽と燃料油
槽となっている。

2－3船体構造

貨物油タンク部にはラウンドガンウェルを採用し，全
溶接構造とした。船殻構造の梁，肋骨および底部構造は
機関室二重底，船尾部および上部構造を横肋骨式とする
ほかは， ロンジ方式を採用した。上部構造は塔型とした
が, ．貨物油槽の2列の縦通隔壁を上部様造中央付近の直
下までのばし，基部を十分固め，上部構造の補強部材の
連続性に注意し，振動防止に対処した。

2－4船体蟻装

1． 貨物油荷役関係

貨物油管は3系統に分けられ，ほかに1系統の専用パ
ラスト管を持っている。ポンプ要目は次のとおり。
主貨物油ポンプ2,000M3/H×125mT.H×3台
貨物油ストリッピングポンプ200M3/H×125mT.
H×2台

バラストポンプ 1,500M3/H×30mT.H×1台
居住区前部に貨物油制御室を設け， ポンプ類および主

要パルプの遠隔制御， タンク液面の遠隔指示等を行なう
制御盤を設備している。

各タンクサクション弁
遠隔操作油圧弁

各ポンプ吐出弁

電動フロート式
液面計

アルミプラス加熱管を全貨物油槽に，固定式タンクク
リーニングマシンを,No.2および4の中心貨物油槽(ク
リーンパラストタンク）に設備している。
2． 防火・消火設備

貨物油槽に対しては， イナートガス装置および泡消火
装置を， また機関室に対しては泡消火装置を設備してい
る。

3． 機関部

3－1 機関部概要

本船は主機関として川崎MAN-K9Z86/160E型ディ
ーゼル機関，基を搭載し，発電装置としては，ダイハツ

－72－
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－船の科学一

C重油清浄機三菱SJ-6000 2台

A重油清浄機三菱SJ-3000 1台

潤滑油清浄機三菱SJ-3000 1台

荷物油ポンプ復水器400m2 1台

イナートガス装置

ボイラ燃焼ガス方式 1式

スクラバー 8,000ma/h

フ・ロワー 3,750m8/h×1,600mmAq×2

は1,000W白熱灯, 500W白熱灯, 300W白熱灯および400

W水銀灯（計12灯）を適宜混用し，照明効果の向上を計

っているが，パイロットラダー付近がやや暗いため，空

気駆動式耐圧防爆形照明灯（移動形）を特に装備した。

荷役灯として700W水銀灯, 400W水銀灯および500W白

熱灯（計14灯）を装備し，甲板作業員の作業に支障を来

たさないように配慮し，かつ安全を計っている。一方荷

役ポンプ室および船首ポースンストア一等の防爆区画の

照明用として200W, 100W, 60W防爆型白熱作業灯を適

宜使用している。

4－3通信装置

自動交換電話装置（30回線式）一式を装備し，全居室

公室に電話器を設けているほか，直通電話2系統， 1：2

共電式電話l系統および荷役作業用として，本質安全形

5回線相互式電話1系統を装備している。また荷役作業

用として，本質安全形トランシーバー4個を支給し，荷

役作業をスムースに行なえるように配慮している。

4－4航海装置および無線装置

航海装置は通常の計器をすべて装備している。一方無

線装置は, 1.2kWSSB組込み， 中・中短・短波主送信

機1台，補助送信機として75W中波・中短・短波用1台

を設け， 主受信機としてSSB受信可能な全波用1台，

全波用1台，補助受信機として中波受信機1台を装備し
ている。

主送信用空中線として， 当社タンカーに初めて垂直自

立形空中線（日本無線MMA-3A)を装備した。

０
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4． 電気部

4－1 動力装置

船内主電源用として，発船機937.5kVA(750kW) 2

台を装備し，航海中，荷役中，停泊中には1台運転で，

出入港時には2台並列運転をすることで計画されている

（本船はバラスト航海中タンククリーニングを行なった

場合でも， 1台運転で十分負荷を賄えるように計画して

し､る)。

本船は<CNK-MO''符号を取得できるよう発電機関お

よび付属の発電装置は機関部制御室から，遠隔発停， 自

動起動， 自動切換えおよび自動選択遮断装置等を行ない

電源の自動化を計っている。始動器は電動機の配置およ
び用途を考慮し，主要電動機について集合形とし，機関

室内の適切な場所に設置している。
4－2照明装置

一般照明は居住区および機関室とも，螢光灯主体に照

明し，機関室には水銀灯投光器を併用した。甲板用照明
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新造船の紹介（74頁より） ン・ トランスポート社(InteroceanTransportCorp.)

priseS.A.)の系列会社であり, 47年4月に同社向け同 向け撒積貨物船"MARITIMEWINNER'' (41,094

型船4fKONKARINDOMITABLE''を引き渡してい DWT)は同社開発(c40BC'標準船型で, 7隻受注中の

る。本船の特長は次のとおりである。 第3船である。本船の特長は次のとおりである。
‘(1)船首部は大型の球状船首を採用して速力の増加を図 （1）船型は中央部に5つの貨物艫を配置し，前部に船首
ってし、る。 楼，後部に居住区および機関室を設けた凹甲板船尾機

‘(2) 上甲板は船首尾部を除く主要部に高張力鋼を採用し 関型で，貨物艫はトップサイドタンクおよびホッパー
て載貨重量の増加を図っている。 ボトムのいわゆるバラ積み専用船構造を採用し，バラ

(3) 撒積貨物専用船であるが，鉄鉱石等の重量貨物の偏 積み貨物を効率よく積めるようになっている。
積輸送も行なえる設計となっている。 （2）荷役設備として10トン型電動油圧デッキクレーン5

{4) 500kg人荷用エレベーターを備え，機関室への交通 台を備え， またハッチカバーは， シングルタイプの採
を便利にしている。 用によって荷役作業の省力化を図っている。

ｲ5）居住区には，空調装置を装備しているほか，乗組員 （3）機関部では機関室に集中監視室を設け，主機械の操
のレクリエーション設備として，水泳プール，サウナ 縦はもとより補機械の制御または監視が行なえるよう
パス付きスポーツ・ルームを設けている。 になっており，機関部の省力化を図っている。

（4） 居住区は全員個室とし，全室冷暖房完備するなど快
<MARITIMEWINNER>

適な生活が行なえるようになってし､る。
佐野安船渠で建造された，パナマのインターオーシヤ

｜

| ’
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－船の科学一

新造船の紹介 (新造船写真集参照）

<BERGELORD>

三井造船・千葉造船所で建造されたノルウェーのベル

ケッセン社(Sig.Bergesend.y.&Co.）向け油槽船

"BERGELORD'' (280,000DWT)は， 同社が受注し

た同型船7隻中の第6船で，竣工後はペルシャ～欧州間

の原油輸送に従事する｡本船の特長は次のとおりである。

(1)船体縦通部材に高張力鋼を採用し，重量の軽減と船

体の強化を図っている。

(2) 貨油艫の防爆・換気用として， イナート ・ガス装置

を設けている。

(3)発電装置はターボ発電機1基とディーゼル発電機2

基からなり， ターボ発電機からディーゼル発電機への

自動切換または自動並列運転制御が可能である。

(4)機関室は自動化設備を有し， ロイド船級協会のccU

MS''を適用，機関部員の省力化を図っている。

(5)機関部の遠隔操縦および機関制御室における機器類

の集中配置により，機関部員の作業環境の向上および

監視記録に要する労力の減少等，合理的な設計がなさ

れている。

<CHEVRONFELUY>

三菱重工・長崎造船所で建造されたリベリアのチェプ

ロン．トランスポート社(ChevronTransportCorp.)向

け油槽船ccCHEVRONFELUY'' (264,191DWT)は

ペルシャ～ヨーロッパ間の原油輸送に従事する経済的超

大型タンカーで，同社開発261型の第6船である。同型

船はPAULL.FAHRNEYで本誌VOL.24No.5に紹

介ずみである．本船の特長は次のとおりである。

（1） 貨油および脚荷水タンク内に広範囲な特殊塗装（ピ

ュアエポキシー）を実施している。

(2) 海水用パイプは高級材または特殊塗装を採用してい

る。

(3)機器パルプに鋳鋼または青銅鋳物を大幅に採用して

いる。

(4)全モーター用甲板機械に全閉型採用している。

(5)居住区完全不燃化している。

(6) 交通装置等安全面を細かく配慮している。

(7)機関部ﾌ･リッジコントロールを採用している。

(8) 貨油バルブ全面リモコンを実施している。

(9)居住区と機関室の完全分離。

⑩穴抜型居住区を採用している。

⑪タンク内での爆発防止のため, INERTGASSYS-

TEMを装備している。

<BURMAHPEARL>

三井造船・玉野造船所で建造されたパーミュータ・のパ

ーマ・オイル．タンカーズ社(BurmahOilTanker

Ltd.)向け油槽船"BURMAHPEARL'' (138,250DW

T)は，同社が受注した2隻中の|司型第1船である。本

船の特長は次のとおりである。

(1)球状船首を採用し，速力の向上を図った自動化船で

ある。

(2) 貨油タンク内を不活性にしてタンクの防爆と防蝕を

図るため，不活性ガス装置を備えており， ロイド船級

協会のG4I．G.SYS.'' (イナートガス・システム）の

資格を取得している。

(3) 海上汚濁防止のために生活汚水処理装置を備えてい

る。

(4)外部電源防蝕装冠を備えて船体外板の腐蝕を防止し

ている。

<NETAJISUBHASBOSE>

三菱重工・神戸造船所で建造されたインドのザシッピ

ング社(TheShippingCorp. India,Ltd.)向け油槽船

"NETAJISUBHASBOSE'' (87,980DIVT)で，同社

受注同型6隻中の第1船である。本船の特長は次のとお

りである。

(1) IndiaM.O.T.ルールを適用してし､る。

(2) タンカーのタンク配置およびタンクサイズの制限に

関するIMCO勧告を適用している。

(3) タンク洗i條水の油水分離装置として， スロップタン

クおよびコンプレッサーを設備している。

(4) イナートガス装置を採用している。

(5) 貨物油タンクのガスフリー用として， タービン駆動

送風機による固定式通風装置（ゴーラベントシスティ

ム）およびポータブル送風機設備を有してし､る。

(6) タンク内圧力調整用弁として，従来の型式のものの

ほか各タンクに高速ガス放出弁を設備している。

(7) 荷役およびバラスト用ポンプの発停バルブの開閉，

貨物油液面の監視等を遠隔操作する。

<KONKARVICTORY>

三井造船・玉野造船所で建造されたリベリアのコンカ

ーピクトリー社(KonkarVictoryCop.)向け撒稜貨物

船@cKONKARVICTORY'' (76,764D,入/T)で，船主

はコンカー・マリタイム社(KonkarMaritimeEnter_

（以下73頁につづく）

－74－
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－船の科学一

中速ディーゼルエンジン三井V60M機関について

三井造船(株)玉野造船所造機工場第1設計部

石井泰之助

三井造船(株)技術本部玉野研究所中速ディーゼル開発室

三宅幹彦

・複数の機関でプロペラ軸を駆動する場合，プロペラ軸

停止に対する究極の安全性が高い。

のごとき点があげられる。 しかし，一方中速ディーゼル

機関がこのような利点にもかかわらず，現在までのとこ

ろ他機種にとって代わりうる状態にないのも事実であ

る。この最大の原因は， シリンダ数の多さに起因する保

守整備の繁雑さにあり， これを解決しない限り，前述の

ごとき利点も十分に生かしきれないと考える。

また当然のことながら， ギヤードディーゼルプラント

は弾性継手，減速歯車， さらには機関自動監視装置，遠

隔操縦装置等と有機的に結合された1つのシステムとし

ての推進プラントであり，機関自身のみならず， これら

の周辺機器を無視しての発展は考えられない。

以上のごとき考え方の下に本機関は，

①ディーゼル主機②保守整備省力化装置，③大容量

弾性継手付クラッチ，④軽量大容量の減速装置，⑤機関

異常検知装置

などとともに, 1つのシステムとして,初期計画段階より

1． 開発の背景

近年の海上輸送の合理化は，各種の貨物をおのおのの

専用船で運搬する方向に進展しており， このためこれら

の船舶に搭載される推進機関もその出力範囲，プロペラ

回転数に対する要求が多様化していく傾向にある。

このような状況の下で中速ディーゼル機関のギヤード

プラントは，

、プロペラ軸に連なる機関台数，およびそのシリンダ数

を適当に選ぶことにより，広範囲な出力の要求に応じ

うる。

・減速歯車における減速比を適当に選ぶことにより，広

範囲なプロペラ回転数の要求に応じうる。

のごとき特徴を有しており，極少の機種であらゆる出

力，回転数に応じうるといった大きな長所を有するプラ
ントである。

極少の機種であらゆる要求に応じうるということは，

、生産面から量産形となり，専用機，省力化機器の導入
が容易となるため，高騰する人件費のコストへの影響

を抑えうるとともに，技術力の集中により品質管理上
も望ましいことである。

、一方使用者側からは，機種の統一により，予備品，消

耗部品の管理が容易であり， また機関部員の教育も一
元化できる。

といった利点にもなってくる。

さらにこの種機関を船舶に搭載した場合の利点として
、プラント高さが低いので，重心位置も低く，それだけ

船舶の安定性が増すとともに，機関上部スペースを有

効に利用しうる。

、プラント重量が軽く，かつ'j､寸法であるので，それだ

け船舶としての積載能力が増す。

・減機運転することにより，最低力運転が安定した状態

で行ないうるとともに，速力に応じた機関台数で運転

することにより,分力時の燃料消費特性を改善できる。

・機関室内の配置に自由度があり，合理的な配置をする
ことにより， スペースを有効に利用しうるとともに，

機関前端よりの発電機駆動， ポンプ駆動が比較的容易

である。
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第1表機関主要目
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とによりカム軸側に給気主管が不要となり，機関幅を減

少させうるとともに，燃料ポンプ回りの作業性の改善を

図ることができる。

連接棒はサイドバイサイド配置で， ピストンを下方ク

ランクケース側に抜き出せるよう'｣端部に接合面を設け

て､，る。
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これらは第4図のように，それぞれのプロッそして，

クの組立作業を独立に並行して， 作業環境の良好な場

所，姿勢で行ない， 最後にタイポルトの締め付けと若干 第3図V60M組立断面図
１
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弁の解放組立に際しては，燃料ドレーン管，冷却水出入

口管の解放組立は一切不要で，高圧燃料油管をわずかに

ずらして軽型コンパクトな燃料弁を抜き出し，組み込め

ばよいよう考慮されている。この二重管本来の役目は，

万一の高圧管破損，接統部の漏れに対して，燃料油が諸

弁囲い内潤滑油へ混入したり，外部に飛散したりするの

を防止することであることはもちろんである。

2－3過給機

M500型過給機は， 高出力中速4サイクル機関用とし

て開発されたもので,高性能,高信頼性，保守整備の容易

なことに特に垂点をおいて設計されている。性能に関し

ては高効率を得るため，ブロア， タービンの各エレメン

ト単体試験を実施し，それらをベースとして実用機の設

計を行なった。また，過給機の信頼性を確保するため，

電算機による鍛適形状の決定，光弾性によるモデル試

験，実物振動試験等強度上の調査研究のうえ，単独試験

により実用上の信頼性の確認を行なった。一方, V60M

機関の基本設計方針に準じ，保守整備を容易に，かつ，

短時間に実施できるようにするため，十分な調査，検討

を行ない設計に適用した。

以上の設計，製作過程における主眼点，実施内容を第

2表にまとめた。

本過給機は，諸種の考察から動圧過給に適した設計が

なされており，流体性能上,タービン翼ガス流路等動圧

過給に最過と考えられる形状を選定している。また，保

守整備が極力簡単な構造として，水平分割構造を採用し

た。さらに， フィルタについては在来のフィルタエレメ

ントに加えペーパーフィルタを併用したので， フィルタ

交換は非常に簡単であり， フィルタケーシングの取り付

け，取りはずしは運転中でも容易に行なえる。また，翼

洗浄も運転中に行なうことができる。

組立断面図を第24図に，水平分割時の写真を第25図に

示す。また，圧縮機性能試験結果の一例を第26図に， 夕

第23図燃料ポンプ

一ピン性能試験結果の一例を第27図に示す。

2-4 6V60X試験機関の運転結果

2-4-1 運転の概要

6V60X試験機関の運転概要を第3表に示す。機関の

総運転時間は,A重油で800時間, C重油(800秒および

1,500秒<Red・No.1100｡F>で硫黄分2.4%および3.5･

％）で1,400時間である。

2-4-2性能改善試験

摺合調整運転終了後，機関性能の改善，諸特性の確認

調査のための諸試験が行なわれた。

機関性能は，最終的には，燃料消費率，排気温度，煙

濃度等の特性により，判断されるのであるが，機関内で

生じている現象を解析するためには，給排気管内圧力，

シリンダ内圧力等高速データの収集，解析が必要とな

る。

これらのデータは膨大な量となり，かつ演算処理が必

要で，通常の方法では短期間に解析することは困難であ

るため, 6V60Xでは電算機によるデータ収集解析シス

テムを作製し， オンラインで処理された。

各種性能改善試験の結果，現状では，第28図の性能が

A重油およびC重油で得られている。

なお使用燃料油は, C重油アトマイザ試験だけが800

秒クラスC重油で，それ以外の諸試験はすべてA重油で

行なわれた。詳細性状は第4表に記載されたものであ

る。

第2表M500型過給機の設計基本構想
－

主眼点 ’ 実施内容

高圧力比化|ブﾛｱｴﾚﾒﾝﾄ試験

壼蕊卿,-どﾝｪﾚﾒ,‘識購
強 度｜スピンテスト ・光弾性試験

耐久'塗I駕蕊鱗蕊夢慶識”

’内容
一一一一

過給機単体
性能

－q ■一

|強
過給機信頼
性 |耐

I

’ 化|水平分割形ｹｰｼﾝダ
化’

過給機保守
閑備

容易

極小
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目||両下部のラッカー
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300時間あ

じめ摺動百

fストンリングの定常摩耗量は’ 3

うれた角金閣頁の対辺の減少より求改

ング（クロームメッキ）で0.01mm

フェロックスインサート）で0．正

300～16.000時間無解放は期待で畠]‐04mm‐と2

る ○

●シリンダライナ（第36凶ノ

ライナの1,000時間あたり最大定常摩；

3.0,mで摺動面の状態は極めて良好で

リングと同じ手法により求められた。

冷却側の状態も，腐蝕等は全くみら才

却水には腐蝕防止のため乳化油が添加さ

●排気弁および弁座（第37図）

『 ‘両者ともに， シート面にはステライ ’

り， シート面は十分冷却されているのマ

ステムの摩耗もほとんど認められない。

時間運転後解放して撮影されたものでき

して使用できる状態である。
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第4表燃料油及び潤滑油性状

A重油運転に於ける燃料油及び潤滑油性状
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第28図性能曲線
C重油運転に於ける燃料油及び潤滑油性状

●シリンダふた（第38図）

亀裂，腐触等不具合な点は全く認められず，触火面の
汚れも少ない。

‘●クランクピンメタル， ピストンメタル（第39, 40図）
摩耗はほとんど認められず，亀裂も存在しない。

'●燃料弁

性能改善試験のため，燃料弁だけはしばしば取り替え

手入れが行なわれており，連続使用時間は950時間であ

るが， この時間で燃焼性能の低下は全く生じていない。

'●過給機（第41図）

タービンプレート，プロア， ラピリンス等の汚れも少

なく，極めて良好なる状態である。

‘●潤滑油

潤滑油使用量は， 400時間程度までシステム油の消費

'O.8g/PS-Hr, シリンダ注油1.0g/PS-Hrであったが，

それ以降， システム油の消費0.6g/PS-Hrシリンダ・注油

!O.5g/PS-Hrとなっている。

第42図からわかるように，潤滑油性状変化は正常であ

る。なお,A重油運転中，不溶解分が多いにもかかわら

ず, C重油運転で少ないのは, C重油運転開始ととも

に，潤滑油清浄機を設置したためである。

｜;ぞ内診価I KOHmg/" | 0.88 i
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て，その推進機関の保守整備に要する期間の問題があ

る。すなわち機関部品の保守整備作業は，機関の停止時

にこれを取りはずして行なうのが一般であり， これに要

する期間が長いと船舶の就役率を圧迫することになる。

3． 機関の保守整備

船舶の運航経済性は，その船舶の就役率に負うところ

大であり， この就役率に関係する1つの大きな因子とし
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第42図システム油の性状変化

0

なお，一船に搭載される機関台数が多く，その’台を

停止して運航に支障のない場合は，航海中にも本部品交

換省力化装置は安全に使用できるよう考慮されており，

また一方，船に搭載される機関のシリンダ数，その船舶

で採用される整備方式いかんによっては，本装置を省略

し，在来形の整備方式をとることも可能である。

3－1保守整備省力化総合システム

三井V60M機関には，保守整備省力化のための総合シ

ステムが開発されており， このシステムを採用すること

により，多元機関配置の多シリンダ推進機関でも，船舶

の短い停泊期間を利用して，最少限の作業員で部品交換

が可能となる。

この総合システムは「解放組立省力化システム」 「運

搬格納省力化システム」および「清掃整備省力化システ

ム」の3つのサブシステムから成り立っており， ノ､ード

ウェアとしては「特殊要具｣， 「自動運搬機｣， 「部品倉

"!, 「清掃整備室」がある（第43図)。

機関より「特殊要具｣により取りはずされた部品は，
「自動運搬機」により「部品倉庫」の指定された部品棚

に格納され，部品倉庫に格納されている整備済の部品は

逆のステップにより機関に取り付けられる。

品の研肖Ij等）

の2つのブロックに分け，在来シリーズに行なわれてし、

たこれらの作業を，前者を機関の停止している船舶の荷

役期間中に，後者を船舶の運航中に行なういわゆる循環

整備方式をとるとともに，

●部品の交換に対しては

・主要部品の解放組立は他の部品と独立に，小人数

短時間で実施できるような機械力を利用した特殊

解放組立システムにより行なう。

・交換部品の運搬は人手によらず自動運搬， 自動入

出庫できる特殊自動運搬格納システムによる。

●部品の清掃整備に対しては

・使用済みの機関部品の清掃は化学反応，超音波等

を利用した半自動洗浄装置により行なう。

・部品の整備は油圧，電気等を利用した特殊分解組

立要具，研肖I盤により少人数で行なう。

のごとき省力化装置を導入することにより，部品交換を

船舶の荷役期間中に少人数，短時間で安全，確実，容易

に行ない， また部品の清掃整備を，船舶の運航中に少数

の乗員で好環境の下に実施できるようにしたものであ

る。
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’
部品倉庫に格納されている機関より取りはずされた部

品は船舶の航海中に， 「清掃整備工場」で整備され，部

品倉庫に格納し，次回の使用に備える。

部品解放組立装置， スタッカークレーン，部品倉庫，

清掃整備装置など一連の省力化装置を, V60M主機関搭

載船に配置計画したものが第44図である。

3－2解放組立省力化システム

3－2－1 ピストンの解放

ピストン解放のステップを第45図に，装置を第46図に

示す。

・ステップ①

ピストンを下死点に置き，連接棒をクランク軸にロッ

クし，連接棒,｣､端部近くに設けられた接合面を分離す

る。連接棒のクランク軸へのロックは， クランク軸付バ

ランスウェイトに内蔵された油圧ピストンにより速やか
に行なわれる。

また，連接棒接合面の分離は，連接棒に内蔵された油
圧ジャッキにより容易に実施される。

・ステップ②

その状態でピストンの落ち止めをして， クランク軸を
ターニングすることにより，連接棒を左列側に倒す。ピ
ストンの落ち止めは架構に取り付けられた油圧ピストン

により速やかに行なわれる。

・ステップ③

連接棒を左側に倒したのち， クランク軸とのロックを
解除し， クランク軸を逆方向にターニングしてバランス
ウェイトを右列側面までもっていく。次に， ピストン昇
降要具受渡装置（第46図③）により， ピストン昇降要具
（第46図①）をバランスウェイト間に設けられた凹所に
挿入する。

クランク軸のターニングにより昇降要具をシリンダラ

イナ直下にもっていき，油圧により作動する芯出し機構
により芯合わせののち，昇降要具内のテーブルを上昇さ

せピストンを保持するとともにピストンの落ち止めを解

除し， ピストンを下方バランスウェイト間に抜き出す。

・ステップ④

クランク軸をターニングし，右側クランクケース油戸

正面までピストンを転送し，再び昇降要具の操作により
ピストンを外部で待ち受けているピストン受渡装置（第

46図④）内に押し出す。

ピストン受渡装置は自動運搬車（第46図⑤）の上に乗

っており，そのまま部品倉庫のほうへ運搬される。

・ステップ⑤

左列ピストンの解放も同様の方法で行なわれ， ピスト

ｌ
ｌ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
ｌ

’
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ｌ
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第45図ピストン解放ステップ
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⑬ ⑩

⑪部品運搬車

②ピストン転回装置

③ピストン位置決め台

④ピストンローテータ

⑤ピストンピン着脱要具

⑤吸排気弁ローテータ

⑰吸排気弁棒着脱装置

③吸排気弁ローテータ駆動装置

⑨予備洗浄タンク兼防錆タンク

⑩洗浄タンク

⑪万能研削盤

、パワーユニット

⑲超音発信器

④
⑨

⑩

②⑪ ⑫⑥⑦⑬⑨③

第54図清掃整備省力化システム

第5表 1800個積コンテナ船 表6表LNG船

剛§ 型

LNG

韮機械

船 連
1 －

' '1”虻化装冠

’

注：第6表は第58図に対応する。

搬車）によりスタッカークレーン下段停止位置まで自動

運搬され， ここで直接スタッカークレーンと受渡しを行
なう。また，上段で天井走行クレーンにより解放される
部品（吸排気弁，燃料弁等）はそのまま天井走行クレー
ンにつられてスタッカークレーン上段停止位置に設置さ

れる受渡しテーブル上に降ろされ， ここでスタッカーク
レーンとの受渡しを行なう。

部品を受け取ったスタッカークレーンは， コンピュー
ターコントロールされて部品倉庫内の指定された格納棚
まで行き，そこで部品を格納したのち整備済みの予備部

注：第5表は第55図に対応する。

および「部品倉庫」から成り立っている。 （第53図）

解放された部品の運搬は，下段は自動運搬車，上段は
天井走行クレーンで行なわれる。すなわち，下段フロア
上に解放されるピストンは， ピストン解放組立要具の設
置されるレール上を， ピストン受渡装置の台車（自動運
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第7表27万トンタンカー

|“デﾀｰゼﾙ ｜ ≦気鼻ピン ’ ｜C1

中速ディーゼル
C2

船
主

型
械

L318×B56×D26.4～d20．55

機 三井B&W

12K90GF×1

MCR40,900BHP

114rpm

CSO37,200BHP

110rpm

2,600kt

270,000

16．1ノット

2493

266,750

-100

8．81

－51，600

（97.9）

-11,000kt

（79.9）

-36,000千円

（86.9）

三井一

STALLAVAL

MCR=NOR

三井

14V90M×2

MCR42,000BHP

88rpm

CSO37,800BHP

85rpm

2,200kt

270,400

16．7ノット

2369

267,300

＋450

9．14

＋29,400

（101.2）

-11,600kt

（78.9）

-26,000千円

（90.5）

(36,700BHP

84.2rpm)

2,200kt

270,400

16．5ノット

2341

267,300

＋450

9．00

＋4，000

（100.2）

-12,800kt

（76.7）

-33,000千円

（88.0）

36,000SHP

85rpm

1,900kt

270,700

16．5ノット

3053

266,850

R2ge

9．00

R3Re

（100）

Bage

(100)

RHse

（100）

機関部重量

載貨重量ト ン

船速（満載パラスト平均）

片航燃料消費量(kt)

一航海当り収益貨物量

(kt)

年間航海数(PG一日本）

年間輸送量

(kt)

年間燃料消費量

’

年間燃料及び潤滑油費

注：第6表は第56図と対応する。

I

度の要求されるピストンリング溝，吸排気弁棒および弁

箱のシート部，燃料弁スピンドルおよびスピンドルガイ

ドのシート部を修正研磨するための万能研削盤が開発さ

れている。

品を受け取り，逆のステップにより機関室へ運搬してい

く。

3－4清掃整備省カシステム

ー定時間使用されて機関より取りはずされた部品を分

解，清掃整備，組立を行なうためのシステムで， 「分解，

組立省力化装置」 「清掃省力化装置」および「整備省力

化装置」から成り立っている。 （第54図）

「分解，組立省力化装置」は機関より取りはずされた

部品を清掃整備するために分解し， また清掃整備の完了

した部品を組み立てるための装置で，連接棒,｣､端部着脱

要具， ピストンリング着脱装置， ピストン着脱要具，吸

排気弁棒着脱装置等が開発されており，部品の分解，組

立作業が従来に較べ格段に高能率化されている。

「清掃省力化装置」は，分解された部品をおおってい

る燃焼残澄，潤滑油劣化物，塵挨等の汚れを除去するた

めの装置で，超音波洗浄と化学洗浄の併用により，人手

を要さないでしかも完全に汚れを落とすことができ，従

来のような汚れ作業，非能率的作業が一切不要となる。

「整備省力化装置」は，機関より取りはずされた部品

を清掃後，規定の寸法に仕上げるための装置で，高い精

’
旧
Ｉ
Ｆ
Ｉ
Ｊ
■
日
１
■

’

4． 実船配置
’

V60Mの実船配置として1,800個積コンテナ船, 27万

トンタンカー， 41万トンタンカー, LNG船についての

検討例を示す。 （第55～58図，第5～7表）

これらより，従来低速ディーゼルが有利とされていた

出力域において,V60Mは運航採算上，十分なる競争力

を持つことが確認された。

さらに，中速ディーゼル機関によるマルチエンジンシ

ステムが広い出力範囲をカバーできることを利用して，

多数の船を1種類の中速ディーゼル機関（シリンダ数は

異なる）で統一すれば，予備品管理上の利点（集中保管

管理）および乗組員管理上の利点（配属，教育)， およ

び保守効率の向上（同一型式機関の運転実績が増えるこ

とによる利点）の結果，船主としては少なからぬ利益を

期待できることは明らかであろう。

１
１

’

－102－

一一 一二











－船の科学一

第1表内業工場
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第2表大組立工場

大組立工場！ 建屋仕様 1 天井クレーン 作業内容 ｜ 移動屋根 i 面 積

1A棟 344M×37M×12M,3U,"2_｡-､ 3基| 2号建造ドｯｸ用沃認面雨基1－－~－－| 12,210m2

（内リフマグ'基） （共通，非共通) | ,j､屋根L30M2基｜． ‐ ‐ ‐ --------.._一｣___ ___一__ ‐-.-----

“” ’……M濡隅信噸､霊|摸轄蝿伊獄ﾝ鶏訓識,，鐙| 』0､890m2

第3表 2号ドック

項 目 寸 法 ドックサイドクレーン

長さ ｜難器職戸扉迄の長さ 205.00M
203.25M

,ゞ ｜蝿篤 淵
耀ゞ ｜轆織畦羅艤’ 測

渠唾の傾斜 縦水平横1/100

渠底の構造 鋼矢板職造

排水ポンプ 1 主5,400m2/H2基補1,580m2/H

左舷

60雷水平引込クレーン

30M-60T 40M-40T

40富クレーン

25M-40T40M-20T

右舷

20雷水平引込クレーン

20M-20T

36M-10T

1基

1基

1基

400K8,圧縮空気供給設備は150kW2基, 2201<W2基

のコンプレッサーからなる。

大西鉄工団地

大西工場南西部に隣接し，大西鉄工団地がある。ここ

に含まれる工場は11社，総面積約6万In2で，機械仕上，

電装，木工，船装，鍛造，船殻，亜鉛メッキ等の工場が

あり，主として来島どつく傘下の造船所の外注工場とし

て活躍している。

艤装桟橋

工場中央西海岸に位置し，両側に建造船を係留艤装し

うるようフェンタ．－， ピット,諸管装置を具備している。

動力設備

受電能力7,500KVAの特高受電設備を工場南端に設

け，二次変電所を経て各工場設備に配電している。清水

供給能力は毎時400トン，今治市上水道，大西町上水道

より直接供給を受けている。酸素供給設備能力は毎時
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第4表 3号ドック

ドックサイドクレーン寸 法項 目

長ゞ ’ ’
１
１

渠底平坦部の長さ
渠底頭部より戸扉迄の高さ

Ｍ
Ｍ

Ｏ
６

７
７

２
２

右舷

80雷クレーン

36M-80T 52M-46T
’幅 ’

Ｍ
Ｍ
ｌ
Ｍ
Ｍ

幻
灯
－
９
ｍ
０
卯
基

〃
１Ｈ

Ｈ

横
Ｖ
Ｖ

造
、
ｍ

平
構
叩
叩

水
板
心
加

矢
週
上

縦
鋼
主
補

渠口
渠底

幅
幅

1基

｜高さ ’
渠口中央部より上端迄の高さ
渠底中央部より上端迄の高さ

川
渠底の傾斜

渠底の構造

排水ポンプ

第5表 1号ドック

寸 法

203.25M

205.OOM
－-.----------.-------－-.-’

30M

30M

3M

9M

畷篝卿…！

項 ドックサイドクレーン目

長ゞ ’
渠底平坦部の長さ
渠底頭部より戸扉迄の長さ

左舷

40雷クレーン（2号ドック兼州）

25M-40T 40M-20T

右舷

5雷クレーン

5T-21M

鱸 ’
渠
渠
ロ幅
底幅

’
渠口中央部より上端迄の高さ
渠底中央部より上端迄の高さ

高さ

－－

渠底の傾斜

渠底の構造

排水ポンプ ※2号建造ドック兼用

従業員数

大西工場および次に述べる波止浜工場合計の従業員数

は，概略次のとおりである。

管理，事務，技術職：600名，技能職(本社工） ：1,200

名，技能職（協力工） ： 1,600名，計3,400名

2． 波止浜工場の現状

来島どつくの生産の主力は，昭和42年以降大西工場へ

移行したが，現在もどつく発生の地において1万D/W

Tクラスの貨物船を中心にあるいは5,000D/WTクラス

のコンテナー船等に専念している。同工場の概要は次の

とおりである。

工場敷地総面積：44,600平方メートル

建造船台：長さ128m×幅20m建造能力7,020G/T

付属クレーン40t走行ジブ1基

1号修繕ドック：長さ107.43m×幅17.00m×深さ

8.70m最大修繕能力3,999G/T

2号修繕ドック：長さ93.90m×幅14.00m×深さ5.73

m最大修繕能力2,500G/T

修繕ドック用クレーン: 5tタワークレーン1基およ

OflOtデリッククレーン1基

3． 来島どつく傘下の造船所

㈱宇和島造船所は昭和36年以降，高知重工㈱は昭和42

年より，それぞれ来島どつくの系列会社としてその傘下

に加わった。両造船所は，主として現場の工作部門を担

当し中型貨物船，冷凍運搬船， フェリー等の建造を行な

っている。なお，高知は漁業生産拠点であり，高知重工

㈱は，前記の船舶のほか漁船建造を一手に行なってし､る。

（株)宇和島造船所の概要

工場敷地総面積:38,700m2

船台 1号船台：長さ116.0m×幅20.0m建造能力

5,000G/T付属クレーン19.5t l基

2号船台：長さ97.Om×幅18.0m廸造能力

3,200G/T付属クレーン 40t l基

高知重工(株)の造船施設

工場敷地総面積:71,000m2

船台 1号船台：長さ142.0m×幅28.0m建造能力

9,500G/T付属クレーン20t l基

2号船台：長さ117.Om×幅22.0m建造能力

4,300G/T付属クレーン20t l基

3号船台：長さ84.0m×幅15.0m建造能力

1,420G/T付属クレーン30t l基

漁船船台 499G/T 2基
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連絡船のメモ（69）

日本国有鉄道技術研究所

泉 益生

第10編繋船機械(12)

“八甲田丸”のもの

“松前丸''のもの

“大雪丸”のもの

の4種類に分類することができる。 “摩周丸，',“羊蹄丸"，

“十和田丸"， “渡島丸"， “日高丸'，， “十勝丸，，の各船は

“大雪丸”のものと同種の繋船機械を装備している。

“津軽丸'’ と“八甲田丸”の主ウインチと補助ウイン

チ，左舷ウインチと右舷ウインチの各油圧主回路は，次

に記すような特殊なものになっている（第10.37図)。す

なわち，主ウインチと補助ウインチのそれぞれの油圧主

回路の間には，両者を相互に接続する交通回路（遮断弁

付）が設けられており， また，主ウインチ用，補助ウイ

ンチ用の各油圧モータと上記の交通回路の間の油圧主回

路には，それぞれ遮断弁が設けられている。

このような油圧主回路にすることにより，主油圧ポン

プと油圧モータの組合せを1対1とし，主ウインチと補

助ウインチをそれぞれ同時に独立して運転することもで

きるし （交通回路の遮断弁“閉"，油圧モータ回路の各

遮断弁“開'')， また， 2台の主油圧ポンプを並列運転し

て，主・補いずれかのウインチを1台だけ単独運転する

こともできる（このときは交通回路の遮断弁は"開'，，単

10．10 “津軽丸'，型連絡船の繋船機械の油圧

回路

10．11．1 概要

“津軽丸”型述絡船の繋船機械の油圧回路は，いずれ

も主油圧ポンプに可変吐出量型のものを，油圧モータに

定容積型のものを使用し，その油圧主回路の油圧によっ

て油圧ポンプの吐出量を自動制御するようになってい

て，基本的には各船とも同じ思想で作られているが，細

部は少しずつ異なっており，

“津軽丸”のもの

ウインドラス

、 主ウインチ

（第10.37図の注）
(注） ：

1．－（実線）は油圧主回路を示す。本来は油圧主
回路は閉回路のために高圧側と低圧側（戻り側）の
2本で構成されるが，本図は省略して1本の線で表
わしている。

2． （2本の平行な実線)は機械的な接続を示す。
3. PVは主油圧ポンプを,MFは油圧モータを示す。

PV1,MF』はウインドラス用
PV2,MF2は主ウインチ用
PV3,MF3は補助ウインチ用
PV4,MF4はスプリンク． ・ウインチ用
PV5,MF5は左舷ウインチ用
PV6,MFGは右舷ウインチ用

を示す。

4. Mは主油圧ポンプ駆動用電動機を示す。
5． ①，②は交通遮断弁を，③は主ウインチ油圧モー
タ出入口遮断弁を，④は補助ウインチ油圧モータ出
入口遮断弁を，⑤は右舷ウインチ油圧モータ出入口

罐遮断弁を示す。

補助ウインチ

④③ ｽブﾘﾝ ･ｳｲﾝﾁ

I

庄舷ウインチ

一
一
卜

右舷ウインチ

第10．37図“津軽丸',と“八甲田丸”の繋船機械
の油圧主回路略図
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独運転するウインチの油圧モータ回路の遮断弁は"開''，

運転しなし､ウインチの油圧モータ回路の遮断弁は“閉”

となっている)。前者のように2台のウインチを同時運

転するときは，後者のような1台のウインチの単独運転

時に較べて， ウインチの巻込み速度，巻出し速度はいず

れも半分となる。その理由は次のとおりである。 “津軽
丸'’のウインチも“八甲田丸'，のウインチも，いずれも

ウインチの単独運転時に定格パワーが発揮されるように

作られている。ということは，主ウインチ用の主油圧ポ

ンプも補助ウインチ用の主油圧ポンプも，その吐出量が

所定の速度を発揮するのに必要な量の1/2のものになっ

ているということである。すなわち，一まわり,｣､型の油

圧ポンプを使用しているのである（第10．7表)。

また， “津軽丸'’ と“八甲田丸”の船尾の左舷ウイン

チと右舷ウインチの油圧主回路も，上記の主ウインチと

補助ウインチの油圧主回路とほぼ同じ型式のものになっ

ている。 しかしこの場合は，右舷ウインチの力量が左舷

ウインチの力量の半分以下であるために，少し様子が違

っている｡左舷ウインチと右舷ウインチの油圧主回路は，

遮断弁付の交通回路が設けられている点は主ウインチと

補助ウインチの場合と同じであるが，交通回路と油圧モ

ータの間の遮断弁は，右舷ウインチの回路にのみ設けら

れている。左舷ウインチと右舷ウインチを同時に運転す

る場合は，主油圧ポンプと油圧モータの組合せは1対1

となり，パワーの大きい左舷ウインチは，その巻込み速

度，巻出し速度ともに単独運転時の半分になるが，右舷
ウインチの巻込み速度，巻出し速度は，単独運転時とま

ったく変わらない。その理由は次のとおりである。左舷

ウインチの単独運転時は，主ウインチや補助ウインチの

単独運転時と同様に， 2台の主油圧ポンプが並列運転さ

れて所定の巻込み・巻出し速度が得られるようになって

いるが，同時運転時には，主油圧ポンプが1台になるの

で， 当然その速度は1/2になる。 しかし，右舷ウインチ

の容量は左舷ウインチの容量の約半分のために，右舷ウ

インチのみの単独運転時も，左舷ウインチとの同時運転

時も，いずれも主油圧ポンプは1台でよい。 したがって

右舷ウインチの容量は左舷ウインチの容量の約半分のた

めに，右舷ウインチのみの単独運転時も，左舷ウインチ

との同時運転時も，いずれも主油圧ポンプは1台でよ

い。 したがって右舷ウインチの場合は，単独運転時でも

左舷ウインチとの同時運転時でも，その巻込み・巻出し

速度は変わらないのである。

以上のように，主ウインチと補助ウインチの油圧主回

路ならびに，左舷ウインチと右舷ウインチの油圧主回路

をわずらわしい回路にしたのは，主油圧ポンプを,｣､型に

して油圧ポンプ・ユニットのコスト低下を図ったためで

ある。 しかしそのために大型の遮断弁を，主ウインチと

補助ウインチの油圧主回路に3個，左舷ウインチと右舷

ウインチの油圧主回路に2個，計5個も設ける必要が生

じ， また， 日常の運転操作を簡単にするために，各ウイ

ンチの速度制御レバーに連動して上記の各遮断弁を自動

的に開閉したり，主油圧ポンプの吐出量を変化させたり

するために制御装置が複雑になったり，油圧主回路の切

換え時（上記各遮断弁の‘‘閉”作動時）に衝撃が発生し

たり, etC……，こと志と反してむしろマイナスの面のほ

うが多く，明らかに計画上の大きなミスであった。

第3船の“松前丸”においては， メーカーの意向もあ

って，上記のようなややこしいことはせず，各繋船ウイ

ンチごとにそれぞれ独立した油圧主回路，主油圧ポンプ

を装備することになった（ただし，主油圧ポンプ駆動用

電動機は共用のものもある)。そして第4船の‘‘大雪丸”

からは，契約用の仕様書上でもはっきりさせて， “主油

圧ポンプと油圧モータの組合せを1対1”にしたのであ

る。

10.11.2 “津軽丸”の繋船機械の油圧回路

(1)全般

“津軽丸”の繋船機械の油圧回路は，第10.38図，第

10.39図に示すとおりで， その要点をまとめてみると次

のとおりである。

(a) ウインドラスの油圧主回路はウインドラス専用の

ものとなっており，主油圧ポンプ，油圧モータとも

に常時2台が並列運転されるようになっている。 2

台の主油圧ポンプは1台の三相交流誘導電動機で駆

動される。

(lj主ウインチと補助ウインチの油圧主回路は，前述
のように共用型式となってし､る。

(c) スプリング・ウインチの油圧主回路は， ウインド

ラスと同じく専用のものとなっているが， ウインチ

の容量が小さいので，主油圧ポンプ，油圧モータと

もに1台の単独運転である。

(d)左舷ウインチと右舷ウインチの油圧主回路は，前

述のように共用型式となっている。

(e)油圧補助回路は，油圧主回路の補給（過給）用と

制御用の2回路から成っており，それぞれ別個の油

圧ポンプを有している。

(f)油圧補助回路は，船首部の繋船機械群（ウィンド

ラス，主ウインチ，補助ウインチ， スプリンク・ ・ウ

インチ）に対して1組，船尾部の繋船機械群（左舷

ウインチ，右舷ウインチ）に対して1組装備されて

いる。
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１
１，(2)油圧主回路

“津軽丸”型連絡船の繋船機械の油圧主回路は，主油

圧ポンプと繋船機械付の油圧モータを結ぶ密閉回路で

（他の型式のものもすべて同じである)，

主油圧ポンプ：可変吐出量型(アキシャル･プランジャ

式）

油圧モータ：定容積型（アキシャル・プランジャ式）

弁う．ロック

交通回路遮断弁：主ウインチと補助ウインチ，左舷ウ

油圧モータ出入口遮断弁：主ウインチと補助ウインチ

の各油圧モータ回路用のものは，油圧制御式のス

ルース弁。右舷ウインチの油圧モータ回路用のも

のは電磁弁。ウインドラス， スプリンク｡・ウイン

チ，左舷ウインチの油圧モータ回路には装備され

ていない。

などが装備されている。

(a)主油圧ポンプ(PV)

主油圧ポンプはアキシャル・プランジャ式可変吐出

量型のもので，その要目は第10．6表～第10.10表に示

すとおりである。ポンプの吐出量を制御する傾転角

１
１
口
０
０
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、
■
■
日
■
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８
１
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０
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■
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１
０
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Ｉ
ｌ
０
Ｉ
Ｉ
ｌ
’
１
Ｉ
Ｉ
ｌ
Ｉ
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ｌ
ｌ
Ⅱ
Ｉ
卜

インチと右舷ウインチの各油圧主回路を結ぶ交通

回路に装備。電磁弁

~一．~一T一一司

立謝111タンクI

ｌ

ｉ

Ffな廷

ｌ

ｌ

Ｉ

Ｉ計壬砿士

①÷卜⑤翌 ⑯

"A'' ､.B''

韮油圧補助回路

第10.38図“津軽丸”船首部繋船ウインチの油圧回路
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きは，高圧側回路の作動油を油タンクに放出して，

油圧機器や配管を保談する。

（句油圧主回路に補給された作動油（常時，補給用油

圧ポンプで補給されている）を低圧規定弁から油タ

ンクへ戻すことにより，油圧主回路内の作動油の新

陳代謝を行なうとともに，油温の上昇と作動油の汚

れを防止する。

という仕事をするもので，高圧連通弁，低圧連通弁，高

圧安全弁，低圧規定弁などの弁類で織成されてし､る（第

10.40図)。高圧連通弁と低圧連通弁は，いずれも油圧主

回路の高圧側と低圧側（巻込み時と巻出し時では高圧側

と低圧側は逆になる）の問に装備されている。高圧連通

弁の中間部は高圧安全弁に接統されており，油圧主回路

の高圧側の作動油はいつも高圧安全弁のところまで導か

れている。また，低圧連通弁の中間部には低圧規定弁が

接続されており，油圧主回路の低圧側の作動油は，いつ

も低圧規定弁を通って油タンクに戻るようになってぃ

は， 0．を中心に士25.の範囲を動きうるようになって

いる。主油圧ポンプには下記の付属品が装備されてお

り，それらによって主油圧ポンプの吐出量の遠隔制

御，負荷の増減に伴なう吐出量（巻込み時のみ）の自

動制御，過負荷の自動防止などが行なわれる。

（ｲ） サーボ・モータ（電気式。遠隔制御用）

（可出力制限器

⑤圧力遮断器（ウインドラスにのみ装備）

（二）零流量保持装置

これらの主油圧ポンプ制御用機器(こついては，後

程，概要をご紹介することにする。

(け油圧モータ (MF)

各油圧モータは傾転角が25oに固定されたアキシャ

ル・プランジャ式定容積型のものである。

(c)弁ブロック(ON)

弁ブロックは，

（ｲ）油圧主回路の高圧側の油圧が規定値を超過したと

’

一
夕

一
油

争
や
“
寺

菩
ユ

PV

Lr
岬

⑯ 左舷ウインチ

L

「

｜ 申

|戊扇冊1

」０１１０．１１－１１
ｌＩｌｌＩｌ

③

｜ 交通遮断弁

|

卜岬

』

⑯ー〒哩壬三
車

←一一ユ

l
至油圧補助回路,.G'､

右舷ウインチ
司

卜一一一一」

1
至油タンク

ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
７ 『↑

至油圧補助回路

"E" @@F''

第10．39図“津軽丸”船尾部繋船ウインチの油圧回路

(第10.38図，第10.39図の注）
(注） ：
1． 交通遮断弁，油圧モータ出入口遮断弁の状態は，
速度制御レバーがいずれも停止指令位置にあるとき
のものを示す。

2．－（実線）は油圧主回路を，…･･･ （破線）は油
圧補助回路を示す。

3． 油圧主回路の矢印（→）は巻込み時の作動油の流
れ方向を示す。

4． ＝＝は機械的接続を示す。
5． 本図中の記号，符号は次のとおりである。

主油圧ポンプ

油圧モータ

主油圧ポンプ駆動用電動機
弁ブロック

チェック・バルブ

ストップ・バルブ

電磁弁ソレノイド
スルース弁
スルース弁駆動用油圧シリンダ

ｗ
”
Ｍ
一
伽
・
函
亜
⑧
、
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(注） ：本図中一(実線)は油圧王回路と，

……(破線)は油圧補助回路を示す。ヨヤ'十語二全中

第10．40図弁ブロック (ON)の概要

る。

(3)油圧補助回路

油圧補助回路は，油圧主回路の補給回路と主油圧ポン
プの吐出量の制御回路から成っており， 前者は第10.38

図，第10．39図に， また，後者は第10.41図，第10.42

図に示すとおりで，船首部の繋船機械群に対して1組，

船尾部の繋船機械群に対して1組設けられている。

“津軽丸”の繋船機械においては，主油圧ポンプの吐

出量の操縦スタンドからの遠隔制御は，純電気式方法で

行なわれるが，所定の荷重・速度特性を得るための主油

圧ポンプの吐出量の自動制御は，油圧式方法で行なわれ

るようになっている。

油圧補助回路は

補給用油圧ポンプ

制御用油圧ポンプ

油タンク

リリーフ・バルプ

オイル・クーラ

フィルタ

などで構成されており，その構成機器の概要は次のとお

りである。

(a)補給用油圧ポンプ

船首部繋船機械用のものは，減速装置を介して三相

１
１
１交流誘導電動機（制御用油圧ポンプの駆動用と共用）

で駆動され，船尾部繋船機械用のものは，三相交流誘

導電動機（これも制御用油圧ポンプの駆動用と共用）

で直接駆動されるようになっており，いずれも歯車式

の固定吐出量型油圧ポンプで，その要目は第10.13表

に示すとおりである。

補給用油圧ポンプの使命は，

（ｲ）主油圧ポンプや油圧モータの摺動各部や油圧主回

路付属の各種の油圧制御機器などから油圧主回路外

への作動油の漏洩分を補給するとともに，油圧主回

路管系内の空気を除去する。

（句油圧主回路の低圧側（主油圧ポンプの吸込み側）

に圧力を与えて（これを補給圧，あるいは過給圧と

称している)， 主油圧ポンプの容積効率を高めると

ともに，主油圧ポンプの吸込み側のキャピテーショ

ンを防止する。

（'ウ油圧主回路内の作動油を新陳代謝し，油温の上昇

を緩和するとともに，作動油の汚れを防止する。

という極めて大切なものである。

(Ij制御用油圧ポンプ

船首部繋船機械用のものも，船尾部繋船機械用のも

のも，いずれも，補給用油圧ポンプの駆動用電動機で

駆動される歯車式固定吐出量型の油圧ポンプで，その

要目は第10.13表に示すとおりである。

制御用油圧ポンプの役割は，主油圧ポンプの吐出量

制御機器類（油圧サーボ， 出力制限器など)， 零流量

保持器各種切換弁などに，必要な作動油を供給する

ものである。

(c) オイル・クーラ

油圧主回路は閉回路になってし､るので，繋船機械を

連続運転すると作動油の温度は次第に上昇してくる。

作動油の温度が規定値以上になると，油圧機器の運転

に支障をきたすので，万一の場合に備えて，海水冷却

方式のオイル・クーラが設けられている。
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第10.13表“津軽丸”の繋船機械の油圧

補助回路用ポンプの要目

|欝懸|鴛憲
吐出圧力(kg/cmF)| ｣5 1 "5 1 25 1 21

’ 90 1 85 1吐出量 ("/min) 200 1 85

’I出力(kW)動
機

駆
動
電

22 22

’回転数
(r.p.m) ’ 1,750 1,750
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第10．41図“津軽丸”船首繋船ウインチの油圧補助回路（制御回路）

－114－



－船の科学一

船首部の油圧補助回路においては，補給系統に2個

のオイル・クーラが設けられているが，船尾部の油圧

補助回路には，補給系統に1個設けられている。オイ

ルクーラには，油圧主回路の弁ブロック(ON)から

の溢出油が導かれるようになっている。

油圧主回路内の油圧は，繋船機械の巻込み時と巻出し

時によって高圧側と低圧側が入れかわる。 したがって図

のように，補給回路を逆止弁を介して油圧主回路の両方

の管系に接続しておくと，いつも低圧側の管系に作動油

の補給（過給）ができる。

船首部補給回路の補給用油圧ポンプの吐出側（回路油

圧10kg/cIIf)には，減圧弁（設定圧10kg/cmF)を介し

て，制御回路から補給されるようになっている。これは

補給用油圧ポンプがなんらかの異常のためにその吐出油

圧が低下したときに，制御回路側から補給回路に作動油

を補給するためのものである。

補給回路の油圧は約10kg/cmPで， この圧力は油圧主

回路の低圧側の管系の油圧でもある。この油圧の値は，

弁ブロック内の低圧規定弁によって規制される。一方，

制御回路の油圧は20～25kg/cmPで，船首部のものは制

御用油圧ポンプの吐出側に装備されているリリーフ・パ

ルプで規定されるようになっている。

(4)油圧主回路の切換え

すでにご紹介したように，船骨部の主ウインチと補助

ウインチの各油圧主回路，船尾部の左舷ウインチと右舷

ウインチの各油圧主回路はともに共用方式となってお

り，主油圧ポンプを2台並列運転して，繋船ウインチ1台

を単独運転したりすることもできるようになっている。

したがって，上記の各繋船ウインチを運転するには,主

油圧ポンプの吐出量の制御のほかに，油圧主回路に装備

されている回路切換え用の各遮断弁の開閉制御が必要で

ある。

主ウインチと補助ウインチの油圧主回路に装備されて

いる回路切換え用の電磁弁は，第10.38図，第10.39図に

示すように，

○各繋船ウインチの油圧主回路を結ぶ交通回路に装備さ

れた交通遮断弁（2位置4方口の電磁弁）

○主ウインチの油圧モータと交通回路の間の油圧主回路

に設けられた主ウインチ油圧モータ出入口遮断弁（電

磁弁制御油圧駆動式スルース弁， 2個1組， 第10．41

図）

○補助ウインチの油圧モータと交通回路の間の油圧主回

（第10.41図，第10.42図の注）
（注） ：

1． 本図中の記号，符号は次のとおりである○

① 電気サーボ
③ 零流並保持装置
ODA 圧力遮断弁
OLB 出力制限器

OSM 油圧サーボ．モータ
SOL 電磁弁

HE オイル・クーラ
STR ストレーナ

PF1 制御用油圧ポンプ

PF3 制御用油圧ポンプ

pF2 補給用油圧ポンプ

PF4 補給用油圧ポンプ・

PV1 ウインドラス用主油圧ポンプ

PV2 主ウインチ用主油圧ポンプ°

PV3 補助ウインチ用主油圧ポンプ
PV4 スプリング●ウインチ用主油圧ポンプ
PV5 左舷ウインチ用主油圧ポンプ

PV6 右舷ウインチ用主油圧ポンプ
MF2 主ウインチ用油圧モータ

MF3 補ウインチ用油圧モータ
R､V. リリーフ･バルブ

RD.V. 減圧弁

： ＃幽圧ｽﾙｰｽ弁

／~、

KEEJ

③ レド

④…‐ ③
2. GGA'', CGB'', GGC'', csD'', :E'', f<F'', GCG''の行先は，
第10.38図，第10.39図の同符号のところである（補
給回路）

3． 補給回路から油タンクへの戻り管は省略してある

第10．42図 ‘‘津軽丸，，船尾繋船ウインチの

油圧補助回路（制御回路）
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路に設けられた補助ウインチ油圧モータ出入口遮断弁

（電磁弁制御油圧駆動式スルース弁， 2個1組，第10.

41図） 二・4 ． -愚 , 丁.、 5

の3組（計5個）である。

また，左舷ウインチと右舷ウインチの油圧主回路に装
備されている回路切換え用の電磁弁は， ．

○左舷ウインチと右舷ウインチの油圧主回路を結ぶ交通

回路に装備された交通遮断弁(2位置4方口の電磁弁）

○右舷ウインチの油圧モータと，上記の交通回路の間の

油圧主回路に設けられた右舷ウインチ油圧モータ出入

口遮断弁（2位置4方口の電磁弁）

の2組（計2個）である（第10.38図，第10.39図)。

以上の各遮断弁を操作して油圧主回路を切り換える際

に，主油圧ポンプが稼動状態にあるとウォータ・ハンマ

による衝撃が発生するので， まず主油圧ポンプの吐出量

を0にし，遮断弁の切換え操作が終了したら，主油圧ポ

ンプを再び所定の稼動状態にするという関連操作が必要

である。実際の切換え制御操作面で，上記のような関連

操作を個々に手動で行なうのはかなり厄介なことであ

り，かつまた不便なことであるので，実用上は各繋船ウ

インチの速度制御レバー（操縦スタンドに装備）の操作

に連動して，完全に自動的に行なわれるようになってい

る。具体的な作動例を2， 3記してみると次のとおりで

ある。

なお，速度制御レバーが中立位置（停止指令位置）に

あるときは，交通遮断弁は‘‘閉"，油圧モータ出入口遮

断弁は“開”となっており，各繋船ウインチの油圧主回

路は独立状態になっている。

(aj停止状態から単独運転に入る場合

例えば，主ウインチの速度制御レバーを巻込み側あ

るいは巻出し側のいずれかに操作して，主ウインチの

単独運転をするときの油圧切換え用の各遮断弁の動き

と主油圧ポンプの吐出量は次のようになる。

（ｲ） まず，交通遮断弁が開く。

（可補助ウインチ油圧モータ出入口遮断弁が閉まる。

主ウインチ油圧モータ出入口遮断弁は，運転発令前

と同じ“開'，の状態のままである。

㈱主ウインチ油圧モータ出入口遮断弁“開"，補助

ウインチ油圧モータ出入口遮断弁“閉'，の条件を検

出して， 2台の主油圧ポンプは稼動状態に入り，そ

の吐出量が指令速度に相当するものになる。

この結果，主ウインチは2台の主油圧ポンプによっ

て運転されることになるが，補助ウインチは油圧モー

タ出入口遮断弁が閉まっているために運転されない。

補助ウインチおよび左舷ウインチの単独運転をする

場合も，上記の主ウインチの単独運転時と同様であ

る。

右舷ウインチを単独運転する場合，交通遮断弁は，

“閉”の状態，右舷ウインチ油圧モータ出入口遮断弁

は“開”の状態にならなければならないが，各遮断弁

のこの状態は，右舷ウインチの単独運転発令前（速度

制御レバーが中立位置にあるとき）の基準状態である

ので，右舷ウインチの単独運転を発令しても，遮断弁

はまったく動かず，すぐに右舷ウインチ用主油圧ポン

プは稼動状態に入る。

(b)停止状態から同時運転に入る場合

主ウインチと補助ウインチ，左舷ウインチと右舷ウ

インチをそれぞれ同時運転する場合の，各遮断弁の動
きと各主油圧ポンプの吐出量は次のようになる。

（ｲ） 同時運転する場合の交通遮断弁と油圧モータ出入

口遮断弁の状態は，繋船ウインチ停止時の状態と同
じであるから （交通遮断弁“閉"， 油圧モータ出入

口遮断弁“開")， これら遮断弁は停[上Hfの状態をそ
のまま維持する。

（印 したがって同時運転発令と同時に，各繋船ウイン

チ用の主油圧ポンプは稼動状態に入り，それぞれの
速度制御レバーによる指令速度に相当したものにな
る。

(c)単独運転状態から同時運転に入る場合

例えば主ウインチを単独運転しているときに，補助
ウインチの運転指令を出すと，各遮断弁と主油圧ポン
プは次のような動きをする。

（ｲ） まず，補助ウインチ用主油圧ポンプの吐出量は，
主ウインチの速度制御レバーの指令から外れて，補
助ウインチの速度制御レバーの指令に従うようにな
る。

（ﾛ）補助ウインチの油圧モータ出入口遮断弁が開く。
㈱補助ウインチ油圧モータ出入口遮断弁“全開，’を
条件に，交通遮断弁が閉まる。

最後の交通遮断弁の閉鎖によって，主ウインチと補
助ウインチの各油圧主回路は完全に別個のものとな
り，主ウインチと補助ウインチはそれぞれ別々の運転
状態に入る。

補助ウインチの単独運転中に主ウインチの運転指令
を出した場合も， また，左舷ウインチを単独運転して

いるときに右舷ウインチの運転指令を出したときも，

上記の主ウインチ単独運転中に補助ウインチの運転指
令を出したときと同様な操作が行なわれる。

右舷ウインチの単独運転中に左舷ウインチの運転指

令を出した場合は，少し様子が違ってくる。右舷ウイ
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壷位置）の状態と同じであるから（交通遮断弁‘‘閉"，

油圧モータ出入口遮断弁“開")，遮断弁の動きはまっ

たくない。

(f)同時運転中の2台の繋船ウインチのうちの1台を停

止する場合

主ウインチと補助ウインチの同時運転中にいずれか

の繋船ウインチを停止する場合，あるいは，左舷ウイ

ンチと右舷ウインチの同時運転中に右舷ウインチを停

止する場合の各遮断弁の動き，主油圧ポンプの状態は

次のようになる。

（ｲ） まず，停止するほうの繋船ウインチの主油圧ポン

プの吐出量が0になる。

（可停止するほうの繋船ウインチの油圧モータ出入口

遮断弁が閉まる。

（'ツ交通遮断弁が開く。

（二）次いで，停止した繋船ウインチの主油圧ポンプ

は，運転を継続するほうの繋船ウインチの速度制御

レバーの指令によって稼動状態に入る。

左舷ウインチと右舷ウインチを同時運転しているとき

に，左舷ウインチを停止する場合の各遮断弁の開閉状態

は， 同時運転時と同じく交通遮断弁“閉，，， 右舷ウイン

チ油圧モータ出入口遮断弁‘‘開．であるから，遮断弁の

動きはまったくなく，左舷ウインチ用の主油圧ポンプの

吐出量が0になるだけである。

ンチの単独運転中は，交通遮断弁は閉鎖状態にあって

左舷ウインチの油圧主回路は休止の状態となっていて

（左舷ウインチ用の主油圧ポンプの吐出量は0)，右舷

ウインチの油圧主回路とは別個のものとなっている。

したがって左舷ウインチの運転指令が出たときは各遮

断弁の動きは全然なく，左舷ウインチ用の主油圧ポン

プが，その速度制御レバーの指令にしたがって稼動を

開始するだけである。

(d)単独運転中の繋船ウインチを停止する場合

この場合は， まず妓初に各主油圧ポンプの吐出量が

0になるのはもちろんであるが．各遮断弁は速度制御

レバーが中立位渥（停止指令位置）にあるときの状

態，すなわち

（ｨ）交通遮断弁"閉”(ﾛ)油圧モータ出入口遮断弁"開”

となる。

しかし右舷ウインチの単独運転中は，交通遮断弁は

‘‘閉"，油圧モータ出入口遮断弁は“開”であり，速度制

御レバーが中立位置にあるときと同じ状態にあるので，

その停止指令を出しても遮断弁の動きはまったくない。

(e)同時運転中の2台の繋船ウインチを同時に停止する
場合

主ウインチと補助ウインチ，あるいは左舷ウインチ

と右舷ウインチを同時運転しているときの各遮断弁の

開閉状態は，各ウインチの停止時（速度制御レバー中
一、〆箔〆－へ－．一三 F一〆や"〆グー一一台Lっ一角〆亨〆､一 P"一一ｸｰ ｰ ＝←－F一L一一一一一■戸へハーー一画一一へ竜弄一戸迫〆一戸一

明し， 甲板照明は200W白熱灯, 300W白熱灯および500

W白熱灯投光器（計12灯）を適宜混用し，照明効果の向

上を計っている。胎内照明灯は鯰内通風機とインターロ

ックを取った一般照明回路と，無条件に点灯できる防爆

灯回路の2系統で給電を行なっている。防爆灯は出入口

など主要通路に計約200灯を装備し,一般照明灯(約1,300’

灯）は，鯰内通風機起動後約10分経過してからスイッチ

が入るようになっている。なお照明灯は60W白熱防爆灯

を一部使用した以外は,いずれも螢光灯40W(一部20WX

2）を使用しており，非常に明るい舳内となっている。

4－3通信装涯

40回線自動交換電話装置（沖電気AR-40S形）一式

を装備し，各居室，公室に電話器を設けているほか，直

通電話3系統を装備し， さらに機関士官，部員呼出し用

としてのベルを居住区に設けている。一方機関室内のパ

トロール員呼出し用として，電子ホーンおよび回転灯を

使用している。

4－4航海計器および無線装置

通常の計器はすべて装備している。特記すべきものは

ない。

一一一一一

， （66頁より）

一一も〆＝＝一－一一一へ－～一一一一一一曹一～～へ一ー奇

"ゆうろびあんはいうえい”

4． 電気部

4－1 動力装置

船内主電源用としての発電機は800kVA(640kW) 3
台が装備され，停泊中は1台運転で，その他は2台を並
列運転させ，出入港時にカーホールドファンを全台運転
したときには3台の並列運転を行なうことにしている。

発電機関および付属の発電装置は，遠隔制御および自

動制御を採用し<GNK--MO''に要求されるすべての自動

操作ならびに響報装置などを装備している。主配電盤に
は監視計器およびACB遠隔操作用スイッチ類， 自動同

期投入装置， 自動負荷分担装置， 自動選択遮断装置等を

装備し，すべての操作が機関部制御室から行なえるよう
になっている。

なお本船の発電機はF種絶縁を採用し，かつプラシレ

ス型を使用した。一方主配電盤用ACBには，富士電機

製造㈱製の新形機種BWB-23Lを採用している。

4－2照明装置

一般照明は居住区および機関室とも螢光灯を主体に照
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昭和48年度新造船建造許可集計 運輸省船舶局造船課
昭和48年度（4～12月）分建造許可集計

" " J"" .姜隼欝竿重諭iSm llE"？ GT |鶏謡="""
国内船'29次計画造'貨物船 8 265,3001 354,580

船
油槽船 81 943,5001 1,797,600

自已資金船貨物船38 522,016 836,100

油槽船442,529,4354,820,123

貨客船 7 56,890 18,460

小 計 1054,317,1417,826,863408,104,722千円’
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輸出船一般輸出船I貨物船|2371 4,128,8821 7,0981797
1油槽船216118,532,250136,799,766

｜貨客船 11 3,9001 1,500
44,498千ドル｜

′｣、 計 454122,665,03243,900,063 2,306,449,208千円’

-, 4‘:識:| ;:職::’
42

37

794,700,8501 9,562,200

' 559126,982,173151,726,92612,71撫蹴鞘 9015,908,400111,921,0501625I計
〈
ロ 576,720千円

一

自己資金船には，開銀融資（計画造船を除く）によるものおよび船舶整備公団共有によるものを含む。

貨物（鉱石運搬）兼油槽船および貨物（撒積運搬）兼油槽船は貨物船として集計してある。

29次計画造船は， 47年度に計7隻, 496,100GT, 901,500DW建造許可されている。

契約船価の合計欄には，その建値のまま集計してある。

(注） 1．

2．

3．

4．

一二ー 一一〉一 へ一一一 一一F七一一、－ー､

気関係装置”等，連絡船の制御システムに重点をおいて

設計の意図，就航後の状況等を詳細に述べられており，

一般船舶にも大いに参考になると考えます。

本誌ご愛読のかたがたも，内容について一層の正確さ

を期して一冊の本にまとめてありますので，是非とも再

読をおすすめいたします。

B5判250頁上製ケース入定価2,000円(〒140円）

船舶技術協会

連絡船のメモ（上巻）

国鉄技術研究所泉 益生著

昭和43年以来「船の科学」に連載している「連絡船の

メモ」のうち第1編より第6編までを（上巻） として発

刊いたしました。

“動く艤装品''， “遠隔制御および自動制御装置"， “電

一

連絡船ドック 古川達郎薯 〔増補版〕商船基本設計の一考察
入渠とタンク掃除，船体構造，航用設備，船尾扉と防

長崎造船大学名誉学長
波板，繋船設備，荷役設備．救命・消防設備，通風・採
光設備，居住設備，諸管装置，舗装と塗装，保証工事 渡瀬正唾著
B5判236頁上製本定価1000円（〒140円) B5判 180頁上製定価900円（〒140円へ

船舶技術協会

ロ、～シーー〆営へ一一～〆ｰ～～〆ー云曹一一シ一一一一 ～

第1章コンテナ輸送（ユニットロードシステムとコ

ンテナ輸送， コンテナ海上輸送の現状と将来，運航上の

諸問題と経済性，わが国のコンテナ輸送の諸問題）

第2章ユニットロード船第3章コンテナ船の設計

（リフトオン／オフ， ロールオン／オフ，特殊コンテナ

船） 第4章コンテナ 第5章陸上施設および荷

役・陸送機器

コ ンテナ船
日本造船研究協会編

B5判304頁上製本ケース入り

定価3,000円（送料140円）

船舶技術協会
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